
     

 

平成23年４月28日 

各  位 

会 社 名  株式会社 DPGホールディングス              

代表者名  代表取締役社長   松田 純弘  

                           (コード番号3781 名証セントレックス)              

問合せ先  ＩＲｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ   篠塚 剛              

（ 0 3 - 5 4 6 4 - 3 0 6 0） 

（訂正・数値データ訂正あり）「平成22年12月期 決算短信」の 

一部訂正に関するお知らせ 

 

当社は、平成 23 年４月 20 日付「過年度有価証券報告書等の一部訂正等に関するお知らせ」

のとおり、当社連結子会社である株式会社 SPARKS の会計処理に伴う連結財務諸表の訂正につい

て確定作業を進めてまいりました。この度その具体的な訂正内容が確定いたしましたので、平

成 22 年３月２日付「平成 22 年 12 月期 決算短信」の一部訂正について添付のとおりお知らせ

いたします。 

 

 なお、訂正箇所が多岐にわたるため、要約した訂正前及び訂正後の前文をそれぞれ添付し、

訂正箇所には下線を付して表示しております。 

 

以 上 
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当社グループは、平成22年末に予定していたファイナンス計画の延期及び子会社の訴訟に関する週芸後発事象等の

発生等により、新たな事業計画及び資金計画を立てる必要性があること等の理由から、現時点で平成23年12月期の当

社グループの業績予想を行うことが困難であります。従いまして、業績予想につきましては、当決算短信に記載して

おりません。なお、本日開示の「借入れによる資金調達に関するお知らせ」のとおり、予定していた資金調達が完了

したため、３月下旬頃を目処に新たな事業計画ができ次第、業績予想を開示する予定であります。 

(訂正前) 平成22年12月期 決算短信

 

上 場 会 社 名 株式会社DPGホールディングス 上場取引所 名

コ ー ド 番 号 3781 URL http://www.dpgh.co.jp

代  表  者 (役職名)代表取締役 (氏名)松田 純弘

問合せ先責任者
(役職名)IRグループマネー
ジャー

(氏名)篠塚 剛 TEL (03)5464－3060  

定時株主総会開催予定日 平成23年３月30日 配当支払開始予定日 ─

有価証券報告書提出予定日 平成23年３月30日

(百万円未満切捨て)

1. 22年12月期の連結業績（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 919 △17.1 △399 ─ △389 ─ △1,434 ─

21年12月期 1,108 ─ △392 ─ △402 ─ △254 ─

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 22年12月期
△

5,883
52 ─ ─ △48.9 △43.5

 21年12月期
△

5,544
28 ─ ─ ─ △35.4

(参考) 持分法投資損益 22年12月期 ─百万円 21年12月期 ─百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

 22年12月期 217 △1,369 △630.9 △5,617 40

 21年12月期 1,377 64 4.7 266 12

(参考) 自己資本 22年12月期 △1,369百万円 21年12月期 64百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

 22年12月期 △124 △12 96 13

 21年12月期 △135 △122 253 54

2. 配当の状況

１株当たり配当金
配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)

第１ 
四半期末

第２ 
四半期末

第３
四半期末

期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ─ 0 00 ─ 0 00 0 00 ─ ─ ─

21年12月期 ─ 0 00 ─ 0 00 0 00 ─ ─ ─

23年12月期(予想) ─ 0 00 ─ 0 00 0 00 ─

3. 23年12月期の連結業績予想（平成23年１月１日～平成23年12月31日）
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① 会計基準等の改正に伴う変更  無 

② ①以外の変更         有 

〔(注) 詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

  

 
(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。 

  

 

   

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  
 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

当社は、平成21年12月21日をもって株式会社SPARKSを株式交換により完全子会社といたしました。ただし、「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号（平成19年11月15日 企業

会計基準委員会））上は逆取得に該当することになるため、連結財務諸表は、平成21年12月31日に株式会社SPARKSが

当社を取得したものとみなし、当社の連結財務諸表は株式会社SPARKSの連結財務諸表が基準となります。その結果、

平成20年12月期決算短信時に当社が発表した連結財務諸表数値と、前連結会計年度の連結財務諸表数値との間には連

続性がなくなっております。このため、「１、平成21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）

（１）連結経営成績の対前期増減率」につきましては全て「－」表記となっております。 

期中平均株式数の算定上の基礎となる株式数（普通株式の発行済株式数から自己株式数を控除した株式数）のう

ち、前連結会計年度開始の日からみなし取得日までの株式数は、当該期間における株式会社SPARKSの株式数を当社株

式数に換算して算定しております。株式会社SPARKSの株式数の当社株式数への換算方法は、当社と株式会社SPARKSと

の株式交換における交換比率によっております。 

平成21年12月期の自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率につきましては平成20年12月期決算短信時に当社が

発表した連結財務諸表数値と、当連結会計年度の連結財務諸表との間には連続性がなくなっているため、「１．平成

21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）（１）連結経営成績」は全て「－」表記となってお

ります。 

(訂正前)

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 22年12月期 243,737株 21年12月期 243,737株

② 期末自己株式数 22年12月期 ─株 21年12月期 ─株

(参考) 個別業績の概要

1. 22年12月期の個別業績（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 74 ─ △68 ─ △109 ─ △120 ─

21年12月期 6 △97.4 △101 ─ △101 ─ △171 ─

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

22年12月期 △494 52 ─

21年12月期 △2,306 36 ─

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 9 △571 △5,980.0 △2,345 24

21年12月期 30 △451 △1,490.5 △1,850 72

(参考) 自己資本 22年12月期 △571百万円 21年12月期 △451百万円

※注記事項

１．連結業績について

２．１株当たり当期純利益について

３．自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率について
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 当連結会計年度におけるわが国経済は、長引く円高や海外経済の減速懸念から企業収益は低迷し、

雇用・所得環境の改善が見られず、個人消費の低迷が続いております。 

 宅配食業界においても、生活防衛意識の高まりから消費者の節約志向が高まるなかで、外食業界との

競争激化などにより厳しい経営環境が続いております。 

 このような状況の下、当社グループは収益基盤の強化を進め財務体質の改善に努めております。これ

らの結果、当連結会計年度の売上高は919,364千円（前年同期比17.1％減）、営業損失は399,464千円

（前年同期は営業損失392,901千円）、経常損失は389,882千円（前年同期は経常損失402,641千円）、

当期純損失は1,434,030千円（前年同期は当期純損失254,933千円）となりました。 

なお、平成21年12月21日を効力発生日とする、株式会社SPARKSとの株式交換が、逆取得に該当するこ

ととなり、この逆取得に該当する株式交換は、平成21年12月31日をみなし取得日としているため、上記

記載の前年同期の数値には、当社及びパレットメディア株式会社並びに株式会社prime constructの業

績が反映されておりません。 

また、事業の種類別セグメントの業績につきましては、下記のとおりでありますが、前年同期のセグ

メント情報は株式会社SPARKSのみの業績を反映しているため、宅配中華事業以外の前年同期比等の記載

は省略しております。 

宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）におきましては、不採算店舗の閉鎖と配達エリアの見直
し等を行ってまいりましたが、折からの消費者の節約傾向に加え、閉店に伴う売上減少により、通期
においての店舗ベースでの全店舗黒字を達成することができず、当連結会計年度におきましては、売
上高は654,809千円（前年同期比40.6％減）、営業損失は150,155千円（前年同期は営業損失322,049
千円）となりました。 

広告・出版事業におきましては、既存取引先との堅調な取引量は確保できたものの、販売費及び一
般管理費を補うことができず、当連結会計年度におきましては、売上高は220,606千円、営業損失は
13,776千円となりました。 

飲食店プロデュース事業におきましては、個人消費の落ち込みから飲食店の設備投資減少が響くな
ど厳しい状況が続き、当連結会計年度におきましては、売上高は43,948千円、営業損失は826千円と
なりました。 

今後の経済見通しにつきましては、長引く円高や雇用・所得環境の低迷から、引き続き不透明な状況

になるものと思われます。 

 宅配食業界につきましても、個人消費者の節約志向が高まる中、外食業界との価格競争により引き続

き厳しい経営環境が予測されます。 

 この様な状況の下、当社グループの宅配中華事業は、「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」とい

うビジネスモデルの下、同業他社との差別化を図りつつ、調理方法の合理化によるコスト削減等によ

り、低コスト高品質の業態へ変革し、迅速な収益の改善を実現いたします。 

(訂正前)

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

①宅配中華事業

②広告・出版事業

③飲食店プロデュース事業

（次期の見通し）
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当連結会計年度末の総資産の状況は、前連結会計年度末と比較して、流動資産は84,350千円減少し
し93,549千円、固定資産は1,075,727千円減少し、123,476千円となりました。主な要因は、のれんの
償却及び減損と、宅配中華事業に係る固定資産の減損処理によるものであります。 
負債の状況は、前連結会計年度末と比較して、流動負債は220,063千円増加し1,503,088千円、固定

負債は53,889千円増加し83,105千円となりました。主な要因は、短期借入金の増加、長期未払金の増
加、訴訟損失引当金の増加等であります。これらの結果、負債総額は273,953千円増加し、1,586,194
千円となりました。 
これらの結果純資産の状況は、前連結会計年度末と比較して1,434,030千円減少し、1,369,167千円

の債務超過状態となりました。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、124,666円の資金の減少（前連結会計年度は135,134千
円の減少）となりました。これは主に減損損失688,073千円及びのれん償却額155,238千円、税金等調
整前当期純損失1,431,717千円、貸倒引当金の増加206,766千円等によるものであります。 
「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、12,501千円の資金の減少（前連結会計年度は122,653

千円の減少）となりました。これは、有形固定資産の取得による支出9,065千円、敷金保証金差入れ
による支出3,402千円等によるものであります。 
「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、96,713千円の資金の増加（前連結会計年度は253,226

千円の増加）となりました。これは、短期借入金の増加額105,998千円、長期借入金の返済による支
出9,285千円によるものであります。 
 これらの結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、13,656千円となり、

前連結会計年度末と比べ40,454千円減少いたしました。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
（注）自己資本比率           ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ： 株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。 

※ 平成18年12月期及び平成19年12月期並びに平成21年12月期及び平成22年12月期につきましては、営業活動

によるキャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバ

レッジ・レシオの表示はしておりません。 

  

当社は利益配分に関する基本方針として、財務体質の強化とＭ＆Ａによる事業拡大を図るため、創業

以来配当を実施しておりません。さらなる事業展開を目指すため、今後も内部留保に重点を置いてまい

ります。経営成績及び財政状態において急速な進展が見られた場合には、利益還元策を講じたいと考え

ておりますが、当面は配当を行わない予定であります。 

 （中略） 

(訂正前)

(2) 財政状態に関する分析

①資産・負債及び純資産の状況

②キャッシュ・フローの状況

平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期

自己資本比率(％) 57.6 38.8 △198.3 4.7 △630.9

時価ベースの自己資本比率
(％)

94.9 89.4 159.4 46.8 76.3

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

─ ─ 56.2 ─ ─

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

─ ─ 0.5 ─ ─

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループは、前連結会計年度に392,901千円、当連結会計年度に399,464千円の営業損失を計上
し、また前連結会計年度に254,933千円、当連結会計年度に1,434,030千円の当期純損失を計上してお
ります。また、「のれん」の減損等による特別損失の計上により、1,369,167千円の債務超過となっ
ております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在していま
す。当社グループは、このような状況を解消すべく事業の更なる効率化を実行し、収益力の向上を最
優先課題として経営基盤の強化を図ります。 

当社グループの中核事業であります、宅配中華事業におきましては、コスト削減、売上高拡大によ
り赤字体質からの脱却を図り、黒字化を目指します。 

閉店した店舗と同一エリア内での再出店を順次行い、店舗数拡大による売上の増加を図ります。

「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更することなく、他社との差別化を
図るため、調理方法の合理化によるコスト削減により、低コスト高品質の業態へ変革します。 

既存のチラシ配布に加え、新規顧客拡大のための法人向け営業を行うと共に、ランチタイムのテ
イクアウトの売上拡大を図ります。 

  

財務基盤を強化するための具体的な経営施策は以下のとおりであります。 

借入・第三者割当増資等により資金増強を図る計画であります。 

株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債務保証に係る債権者に対しては、引き続き債務
免除を含む金融支援を要請し、平成23年度中の解消をめざします。 

 （後略） 

(訂正前)

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等

（具体的な経営施策）

１）収益力の確保による損益の黒字化

①店舗数拡大による売上増加

②高収益業態への変革

③新規顧客拡大

２）財務基盤の強化

①資本・資金の増強

②債務免除要請
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(訂正前)

4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 54,110 ※１ 14,213

受取手形及び売掛金 92,135 61,807

仕掛品 － 1,609

原材料 6,011 3,085

短期貸付金 8,930 2,355

その他 22,526 17,735

貸倒引当金 △5,814 △7,256

流動資産合計 177,899 93,549

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 88,386 67,840

減価償却累計額 △35,907 △36,689

減損損失累計額 － △4,724

建物及び構築物（純額） 52,479 26,426

その他 32,893 20,472

減価償却累計額 △30,075 △18,468

その他（純額） 2,818 2,003

有形固定資産合計 55,297 28,430

無形固定資産

ソフトウエア 3,057 481

のれん 826,487 －

その他 320 －

無形固定資産合計 829,865 481

投資その他の資産

長期貸付金 － 8,250

差入保証金 － 40,157

長期前払費用 620 124

長期未収入金 475,275 473,412

破産更生債権等 114,818 －

その他 66,383 5,687

貸倒引当金 △343,056 △433,065

投資その他の資産合計 314,040 94,565

固定資産合計 1,199,203 123,476

資産合計 1,377,103 217,026
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 234,232 203,288

短期借入金 197,233 ※１ 310,686

1年内返済予定の長期借入金 37,140 46,430

未払金 214,984 181,618

未払費用 98,871 110,013

未払法人税等 11,095 10,736

未払消費税等 － 18,392

前受金 1,400 500

預り金 － 41,124

債務保証損失引当金 447,866 436,854

返品調整引当金 2,124 2,113

店舗閉鎖損失引当金 11,358 16,175

訴訟損失引当金 － 125,156

その他 26,716 －

流動負債合計 1,283,025 1,503,088

固定負債

長期借入金 23,575 －

退職給付引当金 3,840 1,455

長期未払金 － 80,209

その他 1,800 1,440

固定負債合計 29,215 83,105

負債合計 1,312,240 1,586,194

純資産の部

株主資本

資本金 149,713 149,713

資本剰余金 244,578 244,578

利益剰余金 △329,428 △1,763,458

株主資本合計 64,863 △1,369,167

純資産合計 64,863 △1,369,167

負債純資産合計 1,377,103 217,026
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(訂正前)

(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 1,108,659 919,364

売上原価 327,300 420,209

売上総利益 781,358 499,155

販売費及び一般管理費 ※１ 1,174,260 ※１ 898,619

営業損失（△） △392,901 △399,464

営業外収益

受取利息 4 7

受取事務手数料 9,216 －

不動産賃貸料 － 8,967

受取補償金 － 13,000

業務受託料 － 2,082

雑収入 389 826

営業外収益合計 9,609 24,884

営業外費用

支払利息 17,024 14,204

その他 2,324 1,098

営業外費用合計 19,348 15,302

経常損失（△） △402,641 △389,882

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 177

償却債権取立益 － 3,137

債務免除益 40,000 6,451

事業分離における移転利益 146 －

違約損失補償金 ※２ 400,000 －

前期損益修正益 ※５ 125 ※５ 3,153

特別利益合計 440,272 12,920

特別損失

減損損失 ※４ 43,887 ※４ 688,073

固定資産除却損 － ※３ 3,306

貸倒引当金繰入額 224,487 204,444

店舗閉鎖損失引当金繰入額 11,358 9,867

訴訟損失引当金繰入額 － 125,156

その他 8,207 23,906

特別損失合計 287,941 1,054,754

税金等調整前当期純損失（△） △250,310 △1,431,717

法人税、住民税及び事業税 4,623 2,313

法人税等合計 4,623 2,313

当期純損失（△） △254,933 △1,434,030
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(訂正前)

(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 798,486 149,713

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ △798,486 －

取得企業の期首残高 ※ 18,000 －

新株の発行 80,000 －

株式交換による増加 ※ 51,713 －

当期変動額合計 △648,773 －

当期末残高 149,713 149,713

資本剰余金

前期末残高 1,293,724 244,578

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ △1,293,724 －

取得企業の期首残高 ※ － －

新株の発行 79,998 －

株式交換による増加 ※ 164,579 －

当期変動額合計 △1,049,146 －

当期末残高 244,578 244,578

利益剰余金

前期末残高 △2,675,798 △329,428

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ 2,675,798 －

取得企業の期首残高 ※ △74,494 －

当期純損失（△） △254,933 △1,434,030

当期変動額合計 2,346,370 △1,434,030

当期末残高 △329,428 △1,763,458

株主資本合計

前期末残高 △583,588 64,863

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ 583,588 －

取得企業の期首残高 ※ △56,494 －

新株の発行 159,998 －

株式交換による増加 ※ 216,293 －

当期純損失（△） △254,933 △1,434,030

当期変動額合計 648,451 △1,434,030

当期末残高 64,863 △1,369,167
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

少数株主持分

前期末残高 12,725 －

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ △12,725 －

取得企業の期首残高 ※ － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 △12,725 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 △570,862 64,863

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ 570,862 －

取得企業の期首残高 ※ △56,494 －

新株の発行 159,998 －

株式交換による増加 ※ 216,293 －

当期純損失（△） △254,933 △1,434,030

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 635,726 △1,434,030

当期末残高 64,863 △1,369,167
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(訂正前)

(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △250,310 △1,431,717

減価償却費 49,872 19,132

減損損失 43,887 688,073

のれん償却額 40,237 155,238

差入保証金償却額 9,350 3,481

貸倒引当金の増減額（△は減少） 224,487 206,766

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － △11,012

返品調整引当金の増減額（△は減少） － △10

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 11,358 4,816

退職給付引当金の増減額（△は減少） － △2,385

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） － 125,156

受取利息及び受取配当金 △4 △7

支払利息 17,024 14,204

債務免除益 △40,000 △6,451

違約損失補償金 △400,000 －

事業譲渡損益（△は益） △146 －

固定資産除却損 － 3,306

売上債権の増減額（△は増加） △539 25,336

仕入債務の増減額（△は減少） 28,379 7,885

たな卸資産の増減額（△は増加） 67 1,316

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,185 11,933

前受金の増減額（△は減少） 200 △900

未払金の増減額（△は減少） 94,521 28,105

その他の資産の増減額（△は増加） △12,920 12,448

その他の負債の増減額（△は減少） 53,408 19,219

その他 12,173 6,285

小計 △116,764 △119,776

利息及び配当金の受取額 4 7

利息の支払額 △17,024 △1,776

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,349 △3,120

営業活動によるキャッシュ・フロー △135,134 △124,666

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △44,231 △9,065

貸付けによる支出 △58,351 △25,063

貸付金の回収による収入 180 25,030

敷金及び保証金の差入による支出 △21,211 △3,402

事業譲渡による収入 961 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △122,653 △12,501
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 192,511 105,998

長期借入れによる収入 70,000 －

長期借入金の返済による支出 △9,285 △9,285

財務活動によるキャッシュ・フロー 253,226 96,713

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,561 △40,454

現金及び現金同等物の期首残高 21,843 54,110

被取得企業の現金及び現金同等物の期首残高 ※３ △21,843 －

取得企業の現金及び現金同等物の期首残高 ※３ 11,357 －

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ※３ 47,314 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 54,110 ※１ 13,656
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(訂正前)

(5)【継続企業の前提に関する注記】

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当社グループは、前連結会計年度に375,193千円、当連

結会計年度に392,901千円の営業損失を計上し、また前連

結会計年度に1,196,395千円、当連結会計年度に254,933

千円の当期純損失を計上しております。また、前連結会

計年度末からの債務超過は、株式会社SPARKSとの株式交

換が逆取得に該当するため、債務超過状態は解消されて

おりますが、当連結会計年度末の純資産額は64,863千円

であり、さらに826,487千円の「のれん」が計上されてお

り、来期以降、多額ののれん償却が発生することによっ

て、損益を圧迫し、純資産を毀損させる恐れがありま

す。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような状況が存在しています。当社グループ

は、このような状況を解消すべく、事業の更なる再編を

実行し、収益力の向上を最優先課題として、経営基盤の

強化を図ります。 

 今後の経営方針として具体的に平成22年度に行う施策

は以下のとおりであります。 

１．収益力の確保による企業価値の向上 

 当社グループの中核事業であります、宅配中華事業

（屋号：チャイナクイック）におきましては、全店舗黒

字化を目指します。また、フランチャイズ店舗による全

国展開のため、フランチャイズノウハウを有する企業と

の提携を検討していきます。  

 ①スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化によ

る全店舗黒字化  

 平成22年度第１四半期より不採算店舗の閉鎖と未出店

エリアへの進出による配達エリアの見直しを進めると共

に、人員配置の最適化を実施しております。これにより

全店舗ベースでの黒字化を目指しております。  

 ②商品メニューと原材料及び仕入先の見直し  

 当社グループの事業モデルである「本格中華をお手軽

なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更することな

く、他社との差別化を図るための商品メニューの開発を

行うと共に、平成22年度第１四半期より一括仕入れを実

施しコスト削減を図ります。  

 ③フランチャイズ店舗による全国展開  

 当社グループでは、現在直営店舗を都内にて12店舗展

開しておりますが、フランチャイズによる収益確保及

び、当社ブランドの商圏拡大のため平成22年度第３四半

期を目処にフランチャイズノウハウを有する企業との提

携を図ります。  

 ④企業シナジーの追求による収益向上  

 当社グループ会社各社が有する飲食店舗プロデュース

事業並びにITマーケティング技術を組み合わせ、現在チ

ラシ配布に頼っている受注を、ＷＥＢからの受注比率

（現在約20％）を40％まで高めることにより、コスト削

減による収益拡大、新規顧客拡大を図ります。 

当社グループは、前連結会計年度に392,901千円、

当連結会計年度に399,464千円の営業損失を計上し、

また、前連結会計年度に254,933千円、当連結会計年

度に1,434,030千円の当期純損失を計上しておりま

す。また、「のれん」の減損等による特別損失の計

上により、1,369,167千円の債務超過となっておりま

す。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しております。

当社グループでは、このような状況を解消すべく

事業のさらなる再編を実行し、収益力の向上を最優

先課題として経営基盤の強化を図ります。

今後の経営方針として具体的に平成23年度に行う

施策は以下のとおりであります。

１．収益力の確保による損益の黒字化

当社グループの中核事業であります、宅配中華事

業におきましては、コスト削減、売上高拡大により

赤字体質からの脱却を図り、黒字化を目指します。

①店舗数拡大による売上増加

平成22年度に閉店した店舗と同一エリア内での再

出店を順次行い、店舗数拡大による売上の増加を図

ります。

②高収益業態への変革

「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコン

セプトを変更することなく、他社との差別化を図る

ため、調理方法の合理化によるコスト削減により、

低コスト高品質の業態へ変革します。

③新規顧客開拓

既存のチラシ配布に加え、新規顧客拡大のための

法人向け営業を行うと共に、ランチタイムのテイク

アウトの売上拡大を図ります。

２．財務基盤の強化

財務基盤を強化するための具体的な経営施策は以

下のとおりであります。

①資本・資金の増強

借入・第三者割当増資等により資金増強を図る計

画であります。

②債務免除要請

株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債

務保証に係る債権者に対しては、引き続き債務免除

を含む金融支援を要請し、平成23年度中の解消を目

指します。

しかしながら、現時点におきましてはこれらの施

策の効果が発現するまでには相当な期間を要するこ

とが予測されるため、継続企業の前提に関する重要

な不確実性が存在しております。
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 （後略） 

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日)

２．のれん償却への対応  
 多額ののれん償却へ対応するための具体的な経営施策は
以下のとおりであります。  
 ①債務免除要請 
 株式会社データプレイス（元子会社）の重畳的債務保証
に係る債権者に対しては、今期中の解消をめざし、引き続
き債務免除等の金融支援を要請していきます。  
 ②事業収益の拡大  
 さらにＭ＆Ａを推進し、シナジー効果が期待できる企業
グループの構築を目指します。  
 ③財務基盤の安定  
 平成22年度第３四半期を目処に第三者割当増資等により
財務基盤の安定を図ります。 
 上記の施策を確実に実行していくことで、当社グループ
の資金繰りを好転させ、事業収益の確保に取り組んでまい
ります。しかしながら現時点におきましてはこれらの施策
の効果が発現するまでには相当な期間を要することが予想
されるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存
在しております。 
  
 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、
継続企業の前提に関する重大な不確実性の影響を連結財務
諸表に反映いたしておりません。

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお
り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を
連結財務諸表に反映いたしておりません。
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(訂正前)

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）
 当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計
基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表
分）を適用し、評価基準については、原価法から原価
法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）に変更
しております。 
 なお、この変更による損益への影響は軽微でありま
す。
（リース取引に関する会計基準）
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準13号（平成5年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転以外のファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に応じた会計

処理によっております。これによる損益に与える影響は

ありません。

──────

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

（連結貸借対照表）
 「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」
（平成20年８月７日 内閣府令第50号）が適用となる
ことに伴い、前連結会計年度において、「たな卸資
産」として一括掲記されていたものは、当連結会計年
度から「原材料」として区分掲記しております。 
 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」の内容は、
「商品」11,448千円、「仕掛品」8,291千円でありま
す。
 前連結会計年度まで流動負債「その他」に含めて表
示しておりました「未払費用」については、当連結会
計年度において総資産の100分の５を超えることとなっ
たため、当連結会計年度より区分掲記しております。
なお、前連結会計年度の「未払費用」は7,836千円であ
ります。

（連結貸借対照表）
前連結会計年度において、固定資産の「投資その他の

資産」の「その他」に含めて表示しておりました「差入
保証金」については、当連結会計年度において総資産の
100分の５を超えることとなったため、当連結会計年度
より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の
「差入保証金」は48,021千円であります。

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含
めて表示しておりました「預り金」については、当連結
会計年度において負債・純資産合計の100分の５を超え
ることとなったため、当連結会計年度より区分掲記して
おります。なお、前連結会計年度の「預り金」は20,258
千円であります。

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含
めて表示しておりました「未払消費税等」については、
当連結会計年度において負債・純資産合計の100分の５
を超えることとなったため、当連結会計年度より区分掲
記しております。なお、前連結会計年度の「未払消費税
等」は6,458千円であります。
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(訂正前)

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

──────

 ２ 偶発債務
 株式会社電通より、株式会社SPARKSに対して、支払う
べき放送料及びCM制作費245,700千円の請求債権を保全
するため、株式会社SPARKSが保有する債権に対して仮処
分の申立てが行われ、決定がなされております。

※１ 担保資産及び担保付債務
短期借入金77,708千円の担保として、現金及び預金

556千円及び関係会社株式0千円を供しております。
なお、関係会社株式は、連結子会社株式であり、連結

上相殺消去されております。

２ 偶発債務
株式会社宮野事務所より、株式会社SPARKSに対して、

テレビ番組の制作業務契約の解約に基づく損害賠償請求
として、36,404千円及び延滞損害金の訴訟を提起されて
おります。

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりです。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりです。

 

役員報酬 16,440千円

給与手当 517,776千円

地代家賃 97,587千円

業務委託費 65,043千円

広告宣伝費 97,211千円

販売促進費 72,872千円

役員報酬 48,540千円

給与手当 361,177千円

地代家賃 60,164千円

水道光熱費 52,333千円

広告宣伝費 21,647千円

支払報酬 32,225千円

販売促進費 27,069千円

のれん償却 135,119千円

営業権償却 20,118千円

※２ 違約損失補償金
 当社の子会社である株式会社SPARKSでは、同社の代表
取締役2名に対して、株式交換契約時に当社に開示して
いなかった訴訟等の偶発債務及び簿外債務等に対する損
害への賠償を求めました。両名はそれに同意し同社との
間で、平成21年12月30日付にて総額400,000千円の損失
に対して補償を行う準消費貸借契約を締結いたしまし
た。

──────

──────

 

※３ 固定資産除却損
固定資産除却損の内訳は次のとおりです。
建物及び構築物 2,591千円

工具、器具及び備品 714千円
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 （後略） 

(訂正前)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

※４ 減損損失
 株式会社SPARKSとの逆取得に該当する株式交換により
発生したDPGHグループの「のれん」の取得価額719,485
千円を、第三者による株式価値の算定に基づいて算出し
た評価額675,597千円まで再評価した結果生じた減損で
あり、買収時におけるプレミアム部分を測定したもので
す。

 

※４ 減損損失
減損損失の内訳は次のとおりです。

場所 用途 種類 減損損失  

(千円）

東京都港区 宅配中華

事業

有形固定

資産 

(注１)

15,254

のれん

(注１)

130,771

東京都渋谷

区

その他 有形固定

資産 

(注１)

1,569

のれん

(注２)

540,478

  合計 688,073

当社グループでは、原則として事業別に資産をグルー
ピングし、宅配中華事業につきましてはキャッシュ・フ
ローを生み出す最小単位として店舗を基礎としておりま
す。
(注１)当初想定した収益が見込まれなくなったため、帳
簿価額を全額減損しております。
(注２)株式会社SPARKSとの逆取得に該当する株式交換に
より発生したDPGHグループの「のれん」については、当
連結会計年度末において減損の要否の判定を行い、将来
収益獲得能力等を勘案した結果、帳簿価額を全額減損し
ております。

※５ 前期損益修正益の内訳
  前期損益修正益の内訳は次のとおりです。
  車両保管代の修正       125千円

※５ 前期損益修正益の内訳
 前期損益修正益の主な内訳は次のとおりです。
支払報酬 1,925千円

地代家賃 700千円
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(訂正前)

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 54,100千円

現金及び現金同等物 54,110千円

 ２ 重要な非資金取引
 株式会社SPARKSを取得企業として当社を被取得企業
とした株式交換の結果、時価評価後のDPGHグループの
資金及び負債を引き継いでおります。引き継いだ資産
及び負債の主な内訳は次のとおりであります。

流動資産 143,251千円

固定資産 8,591千円

のれん 719,485千円

資産合計 871,327千円

流動負債 △651,194千円

固定負債 △3,840千円

負債合計 △655,034千円

   株式交換による資本剰余金の 
   増加               216,293千円
   DPGHグループのみなし取得価額  216,293千円
   DPGHグループの現金同等物     47,314千円 
   DPGHグループの逆取得による収入  47,314千円
  
※３ 企業結合（逆取得）に関する事項

 株式会社SPARKSとの株式交換が逆取得に該当するた
め、当連結会計年度の現金及び現金同等物の期首残高
は株式会社SPARKSの期首残高となっております。その
ため、前連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残
高と当連結会計年度の現金及び現金同等物の期首残高
は連続しておりません。

(1)「被取得企業の現金及び現金同等物の期首残
高」は、DPGHグループの前期末残高を記載して
おります。

(2)「取得企業の現金及び現金同等物の期首残高」
は株式会社SPARKSの前期末残高を記載しており
ます。

(3)前連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残
高相当額21,843千円は「新規連結に伴う現金及
び現金同等物の増加額」に含めて表示しており
ます。

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 14,213千円

担保に供している預金 △556千円

現金及び現金同等物 13,656千円

───────

───────
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(注）１ 事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。なお、株式会社SPARKSとの

株式交換が逆取得に該当するため、当連結会計年度の経営成績には、DPGグループの経営成績は反映されて

おりません。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

  (1) 宅配中華事業・・・・・・・・中華料理のデリバリーサービス等 

  (2) その他・・・芸能事業（事業譲渡済）、広告・出版事業、飲食店舗プロデュース事業 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は674,587千円であり、その主なものはのれん及

び管理部門にかかる資産等であります。 

４ 消去又は全社に含めた減損損失43,887千円及び資本的支出719,485千円は、DPGグループののれんに係るもの

であります。 
  

 
(注）１ 事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

  (1) 宅配中華事業・・・中華料理のデリバリーサービス等 

    (2) 広告・出版事業・・・広告・出版事業 

  (3) 飲食店舗プロデュース事業・・・飲食店舗のトータルプランニング及びメンテナンス事業 

３ 前連結会計年度末において、広告・出版事業及び飲食店プロデュース事業はその他の事業に含めておりまし

たが、重要性が高まったため、区分掲記することとしました。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（234,748千円）の主なものは、のれんの

償却及び親会社の管理部門等に係る費用であります。 

５ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,558千円であり、その主なものは親会社管理

部門等に係るものであります。 

６ 消去又は全社に含めた減損損失542,047千円はDPGグループののれん及び管理部門に係る固定資産の減損損失

であります。 

(訂正前)

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）

宅配中華事業 

（千円）

その他 

（千円）

計 

（千円）

消去又は全

社 

  （千円）

連結 

（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 1,102,509 6,149 1,108,659 ─ 1,108,659

   (2) セグメント間の内部 

       売上高又は振替高
─ ─ ─ ─ ─

計 1,102,509 6,149 1,108,659 ─ 1,108,659

   営業費用 1,424,559 77,001 1,501,561 ─ 1,501,561

   営業損失 322,049 70,852 392,901 ─ 392,901

Ⅱ 資産、減価償却費、 

   減損損失及び資本的支出

  資産 551,839 150,683 702,522 674,581 1,377,103

  減価償却費 89,748 362 90,110 ─ 90,110

  減損損失 ─ ─ ─ 43,887 43,887

  資本的支出 44,231 ─ 44,231 719,485 763,716

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日）

宅配中華事業 

（千円）

広告・出版事業

（千円）

飲食店舗プロデ

ュース事業 

（千円）

計 

（千円）

消去又は全社 

 （千円）

連結 

（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 654,809 220,606 43,948 919,364 ─ 919,364

   (2) セグメント間の内部 

       売上高又は振替高
─ ─ ─ ─ ─ ─

計 654,809 220,606 43,948 919,364 ─ 919,364

   営業費用 804,965 234,382 44,774 1,084,122 234,705 1,318,828

   営業損失 150,155 13,776 826 164,758 234,705 399,464

Ⅱ 資産、減価償却費、 

   減損損失及び資本的支出

  資産 132,437 108,938 8,056 249,432 △32,405 217,026

  減価償却費 40,494 665 ─ 41,159 1,076 42,236

  減損損失 146,025 ─ ─ 146,025 542,047 688,073

  資本的支出 12,467 ─ ─ 12,467 ─ 12,467
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（訂正前） 

 （中略） 

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 
(追加情報） 

 当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計
基準委員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。 

この結果による、開示対象範囲の変更はございません。 

(1) 役員及び個人主要株主等 

 
(注) １ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。 

３ 株式会社SPARKSとの株式交換契約時に、当社に開示していなかった訴訟等の偶発債務及び簿外債務に対する

損害に対して、両氏は平成21年12月30日付にて総額400,000千円の違約損失補償を行う準消費貸借契約を締

結しております。両氏に対する長期未収入金残高は当該契約によるものであり、当該債権残高に対して計

150,000千円の貸倒引当金を計上しております。また、両氏が保有する当社株式36,360株（当社発行済株式

数の14.9％）を担保として受け入れております。 

(関連当事者情報)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は 
出資金
 (千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(子会社 
役員)

上山篤志 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

（被所有）
直接10.04

違約損失補償
 

違約損失補
償（注３）

270,000
長期未収入

金
268,531

経費の前払 経費の前払 1,959 ─ ─

資金援助
芸能事業部
への貸付

4,492 ─ ─

資金援助
債務免除
（注４）

22,777 ─ ─

債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注５）

75,235 ─ ─

子会社 
役員

江口英喜 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

(被所有)
直接4.87

違約損失補償
違約損失補
償（注３）

130,000
長期未収入

金
128,506

資金援助
宅配中華事
業部への貸

付
77,874 ─ ─

資金援助
債務免除
（注４）

1,333 ─ ─

債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注５）

55,715 ─ ─
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４ 株式会社SPARKSは、短期借入金の一部に対して債務免除を受けております。 

５ 株式会社SPARKSは、銀行借入債務の一部に対して同社代表取締役上山篤志及び江口英喜より連帯保証を受け

ております。なお、保証料の支払は行っておりません。取引金額欄には被保証債務の当社連結会計年度末残

高を記載しております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 
(1) 役員及び個人主要株主等 

 
(注) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１  株式会社SPARKSとの株式交換契約時に、当社に開示していなかった訴訟等の偶発債務及び簿外債務に対す

る損害に対して、両氏は平成21年12月30日付にて総額400,000千円の違約損失補償を行う準消費貸借契約を

締結しております。両氏に対する長期未収入金の期末残高は当該契約によるものであり、当該債権残高に対

して337,260千円の貸倒引当金を計上しております。なお、当連結会計年度において187,260千円の貸倒引当

金繰入額を計上しております。また、両氏が保有する当社株式36,360株（当社発行済株式数の14.9％）を担

保として受け入れております。 

２  株式会社SPARKSは、銀行借入債務の一部に対して同社代表取締役上山篤志及び江口英喜より連帯保証を受

けております。なお、保証料の支払は行っておりません。取引金額欄には被保証債務の当社連結会計年度末

残高を記載しております。 

 （後略） 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は 
出資金
 (千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(子会社 
役員)

上山篤志 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

（被所有）
直接10.04

違約損失補償
（注１） 

 

長期未収入
金の受取

5,201
長期未収入

金
263,329

債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注２）

64,863 ─ ─

子会社 
役員

江口英喜 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

(被所有)
直接4.87

違約損失補償
(注１）

長期未収入
金の受取

5,303
長期未収入

金
123,202

債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注２）

64,863 ─ ─
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(注)１ １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
 ※前連結会計年度の期中平均株式数の算定上の基礎となる株式数（普通株式の発行済株式数から自己株式数を控除

した株式数）は、株式会社SPARKSとの株式交換が逆取得に該当し、みなし取得日が前連結会計年度末日となるため、

前連結会計年度における株式会社SPARKSの株式数を当社株式数に換算して算定しております。株式会社SPARKSの株式

数の当社株式数の換算方法は、当社と株式会社SPARKSとの株式交換における交換比率によっております。 

(訂正前)

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

 

１株当たり純資産額 266円 12銭
１株当たり当期純損失 5,544円 28銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、１株当たり当期純損失であるため記載しており
ません。

 

１株当たり純資産額 △5,617円 40銭
１株当たり当期純損失 5,883円 52銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失であるため記載して
おりません。

項目
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自平成22年１月１日
至平成22年12月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（千円） 254,933 1,434,030

普通株式に係る当期純損失（千円） 254,933 1,434,030

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 45,981 243,737

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第6回新株予約権 500株
第7回新株予約権  550株
第8回新株予約権10,000株

第6回新株予約権 500株
第7回新株予約権  550株
第8回新株予約権10,000株
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(訂正前)

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

新株予約権の発行について 
 当社は、平成22年3月26日開催の第12期定時株主総会に
おいて、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基
づき、株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株
式予約権を発行することを決議いたしました。その内容
は以下の通りであります。
（１）新株予約権数 上限10,000個
（２）新株予約権の目的となる株式の種類および数
    上限 普通株式10,000株
（３）行使価額  

 新株予約権を割当てる日の属する月の前月の各日
（取引が成立していない日を除く。）の名古屋証券
取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平
均値に1.025を乗じた金額とし、1円未満の端数は切
り上げる。又は割当日当日の終値（当日に終値が無
い場合は、それに先立つ直近の取引の終値）のいず
れか高い金額とする。

（４）本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増
加する資本金および資本準備金 
 本新株予約権の行使により株式を発行する場合に
増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定め
るところに従って算定された資本金等増加限度額に
0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を
生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加
する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増
加する資本金の額を減じた額とする。

（５）新株予約権と引換に金銭を払込むことの要否
 新株予約権と引換えに金銭の払込を要しない。

（６）新株予約権の行使期間 
 本株主総会決議後7年以内の取締役会が定める期間

（７）新株予約権の行使条件 
①新株予約権者が個人の場合で、その新株予約権者
が死亡した時は、相続人がその権利を行使すること
ができるものとする。 
②本新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処
分は認めないものとする。
③その他の条件については、本定時株主総会及び取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する割当契約に定めるところに

よる。

 

 

当社グループは、連結決算日以後に以下の資金の借入れ
を実行しております。
１．平成23年1月31日付金銭消費貸借契約
①使途 当社及び当社子会社の運転資金及

び子会社の新規事業資金として

②借入先 合同会社トリコロール２

③借入金額 50,000千円

④借入条件 金利2.4％

⑤借入実行日 平成23年１月31日金25,000千円 

平成23年２月７日金25,000千円

⑥返済期限 平成24年１月30日

⑦担保 なし

２．平成23年３月２日付金銭消費貸借契約
①使途 当社及び当社子会社の運転資金及

び子会社の新規事業資金として

②借入先 合同会社トリコロール２

③借入金額 200,000千円

④借入条件 金利2.4％

⑤借入実行日 平成23年３月２日金200,000千円

⑥返済期限 平成24年３月１日

⑦担保 当社子会社株式

なお、平成23年１月31日付金銭諸費貸借契約に基づく、
当社の借入金50,000千円は本件借入れによる資金にて返
済予定であり、当社グループが合同会社トリコロール２
に対する借入れ合計は金200,000千円となります。
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(訂正前)

5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 559 1,244

売掛金 ※1 8,178 ※1 43,235

短期貸付金 － ※1 41,824

前払費用 493 393

前払金 692 494

未収入金 － 235

仮払金 408 3,100

貸倒引当金 △1,146 △85,059

流動資産合計 9,186 5,466

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 620 －

減価償却累計額 △408 －

工具、器具及び備品（純額） 211 －

有形固定資産合計 211 －

無形固定資産

ソフトウエア 2,114 －

電話加入権 320 －

無形固定資産合計 2,434 －

投資その他の資産

関係会社株式 13,844 0

出資金 0 0

長期前払費用 620 124

長期未収入金 － 1,146

破産更生債権等 74,868 －

差入保証金 3,968 3,968

貸倒引当金 △74,868 △1,146

投資その他の資産合計 18,432 4,092

固定資産合計 21,078 4,092

資産合計 30,265 9,558
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 － ※1 88,778

未払金 ※1 23,943 ※1 44,348

未払費用 － 974

未払法人税等 4,416 4,699

未払消費税等 934 2,309

預り金 351 1,759

債務保証損失引当金 447,866 436,854

流動負債合計 477,512 579,724

固定負債

退職給付引当金 3,840 1,455

固定負債合計 3,840 1,455

負債合計 481,353 581,180

純資産の部

株主資本

資本金 149,713 149,713

資本剰余金

資本準備金 63,557 63,557

資本剰余金合計 63,557 63,557

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △664,359 △784,892

利益剰余金合計 △664,359 △784,892

株主資本合計 △451,088 △571,621

純資産合計 △451,088 △571,621

負債純資産合計 30,265 9,558
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(訂正前)

(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 ※1 6,702 ※1 74,400

売上原価

売上原価合計 － －

売上総利益 6,702 74,400

販売費及び一般管理費 ※2 108,103 ※1, ※2 142,863

営業損失（△） △101,401 △68,463

営業外収益

受取利息 3 0

受取事務手数料 200 －

業務受託料 － 2,082

その他 9 2

営業外収益合計 212 2,086

営業外費用

支払利息 417 974

貸倒引当金繰入額 － ※1 41,824

営業外費用合計 417 42,798

経常損失（△） △101,606 △109,176

特別利益

子会社株式売却益 2,704 －

償却債権取立益 － 2,712

債務免除益 46,152 380

前期損益修正益 － 1,925

特別利益合計 48,857 5,018

特別損失

減損損失 － 1,569

子会社株式評価損 － 13,844

貸倒引当金繰入額 3,628 －

債務保証損失引当金繰入額 113,030 －

その他 500 －

特別損失合計 117,158 15,413

税引前当期純損失（△） △169,907 △119,571

法人税、住民税及び事業税 1,607 961

法人税等合計 1,607 961

当期純損失（△） △171,514 △120,532
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(訂正前)

(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 798,486 149,713

当期変動額

新株の発行 49,713 －

減資 △698,486 －

当期変動額合計 △648,773 －

当期末残高 149,713 149,713

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,293,724 63,557

当期変動額

新株の発行 49,713 －

株式交換による増加 13,844 －

減資 △1,293,724 －

当期変動額合計 △1,230,166 －

当期末残高 63,557 63,557

資本剰余金合計

前期末残高 1,293,724 63,557

当期変動額

新株の発行 49,713 －

株式交換による増加 13,844 －

減資 △1,293,724 －

当期変動額合計 △1,230,166 －

当期末残高 63,557 63,557

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △2,485,055 △664,359

当期変動額

当期純損失（△） △171,514 △120,532

減資 1,992,210 －

当期変動額合計 1,820,695 △120,532

当期末残高 △664,359 △784,892

利益剰余金合計

前期末残高 △2,485,055 △664,359

当期変動額

当期純損失（△） △171,514 △120,532

減資 1,992,210 －

当期変動額合計 1,820,695 △120,532

当期末残高 △664,359 △784,892
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

株主資本合計

前期末残高 △392,844 △451,088

当期変動額

新株の発行 99,426 －

株式交換による増加 13,844 －

当期純損失（△） △171,514 △120,532

減資 － －

当期変動額合計 △58,243 △120,532

当期末残高 △451,088 △571,621

純資産合計

前期末残高 △392,844 △451,088

当期変動額

新株の発行 99,426 －

株式交換による増加 13,844 －

当期純損失（△） △171,514 △120,532

当期変動額合計 △58,243 △120,532

当期末残高 △451,088 △571,621
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(訂正前)

(4)【継続企業の前提に関する注記】

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

 当社は、前事業年度に38,252千円、当事業年度に

101,401千円の営業損失を計上し、また前事業年度に

1,007,702千円、当事業年度に171,514千円の当期純損失

を計上しております。また、前事業年度末からの債務超

過状態は解消されず、当事業年度末の純資産額は451,088

千円の債務超過であります。当該状況により、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在して

います。当社は、このような状況を解消すべく、事業の

更なる再編を実行し、収益力の向上を最優先課題とし

て、経営基盤の強化を図ります。 

 今後の経営方針として具体的に平成22年度に行う施策

は以下のとおりであります。 

１．宅配中華事業における収益力の確保 

 当事業年度に逆取得となる株式交換により、当社グル

ープに加わった宅配中華事業（屋号：チャイナクイッ

ク）におきましては、全店舗黒字化を目指します。ま

た、フランチャイズ店舗による全国展開のため、フラン

チャイズノウハウを有する企業との提携を検討していき

ます。 

 ①スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化によ

る全店舗黒字化 

 平成22年度第１四半期より不採算店舗の閉鎖と未出店

エリアへの進出による配達エリアの見直しを進めると共

に、人員配置の最適化を実施しております。これにより

全店舗ベースでの黒字化を目指しております。 

 ②商品メニューと原材料及び仕入先の見直し 

 事業モデルである「本格中華をお手軽なお値段でご自

宅へ」のコンセプトを変更することなく、他社との差別

化を図るための商品メニューの開発を行うと共に、平成

22年度第１四半期より一括仕入れを実施しコスト削減を

図ります。 

 ③フランチャイズ店舗による全国展開 

 現在直営店舗を都内にて12店舗展開しておりますが、

フランチャイズによる収益確保及び、当社ブランドの商

圏拡大のため平成22年度第３四半期を目処にフランチャ

イズノウハウを有する企業との提携を図ります。 

 ④企業シナジーの追求による収益向上 

 当社グループ会社各社が有する飲食店舗プロデュース

事業並びにITマーケティング技術を組み合わせ、現在チ

ラシ配布に頼っている受注を、ＷＥＢからの受注比率

（現在約20％）を40％まで高めることにより、コスト削

減による収益拡大、新規顧客拡大を図ります。 

２．債務免除要請 

 株式会社データプレイス（元子会社）の重畳的債務保

証に係る債権者に対しては、今期中の解消をめざし、引

き続き債務免除等の金融支援を要請していきます。 

３．事業収益の拡大 

 さらにＭ＆Ａを推進し、シナジー効果が期待できる企

業グループの構築を目指します。

 当社は、前事業年度に101,401千円、当事業年度に

68,463千円の営業損失を計上し、また前事業年度に

171,514千円、当事業年度に120,532千円の当期純損

失を計上しております。また、前々事業年度末から

の債務超過状態は解消されず、当事業年度末の純資

産額は571,621千円の債務超過であります。当該状況

により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しています。当社は、このような

状況を解消すべく事業の更なる再編を実行し、収益

力の向上を最優先課題として経営基盤の強化を図り

ます。

 今後の経営方針として具体的に平成23年度に行う

施策は以下のとおりであります。

１．収益力の確保による損益の黒字化

 当社グループの中核事業であります、宅配中華事

業におきましては、コスト削減、売上高拡大により

赤字体質からの脱却を図り、全店舗黒字化を目指し

ます。

①店舗数拡大による売上増加

 閉店した店舗と同一エリア内での再出店を順次行

い、店舗数拡大による売上の増加を図ります。

②高収益業態への変革

 「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコン

セプトを変更することなく、他社との差別化を図る

ため、調理方法の合理化によるコスト削減により、

低コスト高品質の業態へ変革します。

③新規顧客開拓

 既存のチラシ配布に加え、新規顧客拡大のための

法人向け営業を行うと共に、ランチタイムのテイク

アウトの売上拡大を図ります。

２．財務基盤の強化

 財務基盤を強化するための具体的な経営施策は以

下のとおりであります。

①資本・資金の増加

 借入・第三者割当増資等により資金増強を図る計

画であります。

②債務免除要請

 株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債

務保証に係る債権者に対しては、引き続き債務免除

を含む金融支援を要請し、平成23年度中の解消を目

指します。

 しかしながら、現時点におきましてはこれらの施

策の効果が発現するまでには相当な期間を要するこ

とが予想されるため、継続企業の前提に関する重要

な不確実性が存在しております。

 財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を財務諸表に反映しておりません。
①
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 （後略） 

(訂正前)

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日)

４．財務基盤の安定 
 平成22年度第３四半期を目処に第三者割当増資等により
財務基盤の安定を図ります。 
 上記の施策を確実に実行していくことで、当社の資金繰
りを好転させ、事業収益の確保に取り組んでまいります。
 しかしながら現時点におきましてはこれらの施策の効果
が発現するまでには相当な期間を要することが予想される
ため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在して
おります。 
 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続
企業の前提に関する重大な不確実性の影響を財務諸表に反
映いたしておりません。
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(注)１ １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(訂正前)

（１株当たり情報）

前事業年度
（自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日）

 

１株当たり純資産額 △1,850円 72銭

１株当たり当期純損失 2,306円 36銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。

 

１株当たり純資産額 △2,345円 24銭

１株当たり当期純損失 494円 52銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。

項目
前事業年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

損益計算書上の当期純損失（千円） 171,514 120,532

普通株式に係る当期純損失（千円） 171,514 120,532

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 74,366 243,737

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第6回新株予約権 500株 
第7回新株予約権  550株 
第8回新株予約権10,000株 

 

第6回新株予約権 500株 
第7回新株予約権  550株 
第8回新株予約権10,000株 

 

32



 
 （後略） 

(訂正前)

(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

新株予約権の発行について 
 当社は、平成22年3月26日開催の第12期定時株主総会に
おいて、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基
づき、株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株
式予約権を発行することを決議いたしました。その内容
は以下の通りであります。
（１）新株予約権数 上限10,000個
（２）新株予約権の目的となる株式の種類および数
    上限 普通株式10,000株
（３）行使価額  

 新株予約権を割当てる日の属する月の前月の各日
（取引が成立していない日を除く。）の名古屋証券
取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平
均値に1.025を乗じた金額とし、1円未満の端数は切
り上げる。又は割当日当日の終値（当日に終値が無
い場合は、それに先立つ直近の取引の終値）のいず
れか高い金額とする。

（４）本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増
加する資本金および資本準備金 
 本新株予約権の行使により株式を発行する場合に
増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定め
るところに従って算定された資本金等増加限度額に
0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を
生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加
する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増
加する資本金の額を減じた額とする。

（５）新株予約権と引換に金銭を払込むことの要否
 新株予約権と引換えに金銭の払込を要しない。

（６）新株予約権の行使期間 
 本株主総会決議後7年以内の取締役会が定める期間

（７）新株予約権の行使条件 
①新株予約権者が個人の場合で、その新株予約権者
が死亡した時は、相続人がその権利を行使すること
ができるものとする。 
②本新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処
分は認めないものとする。
③その他の条件については、本定時株主総会及び取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する割当契約に定めるところに

よる。

 

 

当社は、連結決算日以後に以下の資金の借入れを実行し
ております。
１．平成23年1月31日付金銭消費貸借契約
①使途 当社及び当社子会社の運転資金及

び子会社の新規事業資金として

②借入先 合同会社トリコロール２

③借入金額 50,000千円

④借入条件 金利2.4％

⑤借入実行日 平成23年１月31日金25,000千円 

平成23年２月７日金25,000千円

⑥返済期限 平成24年１月30日

⑦担保 なし

２．平成23年３月２日付金銭消費貸借契約
①使途 当社及び当社子会社の運転資金及

び子会社の新規事業資金として

②借入先 合同会社トリコロール２

③借入金額 200,000千円

④借入条件 金利2.4％

⑤借入実行日 平成23年３月２日金200,000千円

⑥返済期限 平成24年３月１日

⑦担保 当社子会社株式

なお、平成23年１月31日付金銭諸費貸借契約に基づく、
当社の借入金50,000千円は本件借入れによる資金にて返
済予定であり、当社が合同会社トリコロール２に対する
借入れ合計は金200,000千円となります。
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当社グループは、平成22年末に予定していたファイナンス計画の延期及び子会社の訴訟に関する週芸後発事象等の

発生等により、新たな事業計画及び資金計画を立てる必要性があること等の理由から、現時点で平成23年12月期の当

社グループの業績予想を行うことが困難であります。従いまして、業績予想につきましては、当決算短信に記載して

おりません。なお、本日開示の「借入れによる資金調達に関するお知らせ」のとおり、予定していた資金調達が完了

したため、３月下旬頃を目処に新たな事業計画ができ次第、業績予想を開示する予定であります。 

(訂正後) 平成22年12月期 決算短信

 

上 場 会 社 名 株式会社DPGホールディングス 上場取引所 名

コ ー ド 番 号 3781 URL http://www.dpgh.co.jp

代  表  者 (役職名)代表取締役 (氏名)松田 純弘

問合せ先責任者
(役職名)IRグループマネー
ジャー

(氏名)篠塚 剛 TEL (03)5464－3060  

定時株主総会開催予定日 平成23年３月30日 配当支払開始予定日 ─

有価証券報告書提出予定日 平成23年３月30日

(百万円未満切捨て)

1. 22年12月期の連結業績（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 919 △17.1 △393 ─ △383 ─ △1,382 ─

21年12月期 1,108 ─ △382 ─ △392 ─ △444 ─

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 22年12月期
△

5,672
26 ─ ─ △50.4 △42.8

 21年12月期
△

9,676
46 ─ ─ ─ △34.5

(参考) 持分法投資損益 22年12月期 ─百万円 21年12月期 ─百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

 22年12月期 182 △1,505 △825.7 △6,175 41

 21年12月期 1,339 △122 △9.2 △503 15

(参考) 自己資本 22年12月期 △1,505百万円 21年12月期 △122百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

 22年12月期 △124 △12 96 13

 21年12月期 △135 △122 253 54

2. 配当の状況

１株当たり配当金
配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)

第１ 
四半期末

第２ 
四半期末

第３
四半期末

期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ─ 0 00 ─ 0 00 0 00 ─ ─ ─

21年12月期 ─ 0 00 ─ 0 00 0 00 ─ ─ ─

23年12月期(予想) ─ 0 00 ─ 0 00 0 00 ─

3. 23年12月期の連結業績予想（平成23年１月１日～平成23年12月31日）
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① 会計基準等の改正に伴う変更  無 

② ①以外の変更         有 

〔(注) 詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

  

 
(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。 

  

 

   

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  
 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

当社は、平成21年12月21日をもって株式会社SPARKSを株式交換により完全子会社といたしました。ただし、「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号（平成19年11月15日 企業

会計基準委員会））上は逆取得に該当することになるため、連結財務諸表は、平成21年12月31日に株式会社SPARKSが

当社を取得したものとみなし、当社の連結財務諸表は株式会社SPARKSの連結財務諸表が基準となります。その結果、

平成20年12月期決算短信時に当社が発表した連結財務諸表数値と、前連結会計年度の連結財務諸表数値との間には連

続性がなくなっております。このため、「１、平成21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）

（１）連結経営成績の対前期増減率」につきましては全て「－」表記となっております。 

期中平均株式数の算定上の基礎となる株式数（普通株式の発行済株式数から自己株式数を控除した株式数）のう

ち、前連結会計年度開始の日からみなし取得日までの株式数は、当該期間における株式会社SPARKSの株式数を当社株

式数に換算して算定しております。株式会社SPARKSの株式数の当社株式数への換算方法は、当社と株式会社SPARKSと

の株式交換における交換比率によっております。 

平成21年12月期の自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率につきましては平成20年12月期決算短信時に当社が

発表した連結財務諸表数値と、当連結会計年度の連結財務諸表との間には連続性がなくなっているため、「１．平成

21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）（１）連結経営成績」は全て「－」表記となってお

ります。 

(訂正後)

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 22年12月期 243,737株 21年12月期 243,737株

② 期末自己株式数 22年12月期 ─株 21年12月期 ─株

(参考) 個別業績の概要

1. 22年12月期の個別業績（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 74 ─ △68 ─ △109 ─ △54 ─

21年12月期 6 △97.4 △101 ─ △101 ─ △171 ─

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

22年12月期 △223 75 ─

21年12月期 △2,306 36 ─

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 9 △505 △5,289.6 △2,074 47

21年12月期 30 △451 △1,490.5 △1,850 72

(参考) 自己資本 22年12月期 △505百万円 21年12月期 △451百万円

※注記事項

１．連結業績について

２．１株当たり当期純利益について

３．自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率について
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 当連結会計年度におけるわが国経済は、長引く円高や海外経済の減速懸念から企業収益は低迷し、

雇用・所得環境の改善が見られず、個人消費の低迷が続いております。 

 宅配食業界においても、生活防衛意識の高まりから消費者の節約志向が高まるなかで、外食業界との

競争激化などにより厳しい経営環境が続いております。 

 このような状況の下、当社グループは収益基盤の強化を進め財務体質の改善に努めております。これ

らの結果、当連結会計年度の売上高は919,364千円（前年同期比17.1％減）、営業損失は393,079千円

（前年同期は営業損失382,901千円）、経常損失は383,497千円（前年同期は経常損失392,642千円）、

当期純損失は1,382,539千円（前年同期は当期純損失444,933千円）となりました。 

なお、平成21年12月21日を効力発生日とする、株式会社SPARKSとの株式交換が、逆取得に該当するこ

ととなり、この逆取得に該当する株式交換は、平成21年12月31日をみなし取得日としているため、上記

記載の前年同期の数値には、当社及びパレットメディア株式会社並びに株式会社prime constructの業

績が反映されておりません。 

また、事業の種類別セグメントの業績につきましては、下記のとおりでありますが、前年同期のセグ

メント情報は株式会社SPARKSのみの業績を反映しているため、宅配中華事業以外の前年同期比等の記載

は省略しております。 

宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）におきましては、不採算店舗の閉鎖と配達エリアの見直
し等を行ってまいりましたが、折からの消費者の節約傾向に加え、閉店に伴う売上減少により、通期
においての店舗ベースでの全店舗黒字を達成することができず、当連結会計年度におきましては、売
上高は654,809千円（前年同期比40.6％減）、営業損失は143,770千円（前年同期は営業損失312,049
千円）となりました。 

広告・出版事業におきましては、既存取引先との堅調な取引量は確保できたものの、販売費及び一
般管理費を補うことができず、当連結会計年度におきましては、売上高は220,606千円、営業損失は
13,776千円となりました。 

飲食店プロデュース事業におきましては、個人消費の落ち込みから飲食店の設備投資減少が響くな
ど厳しい状況が続き、当連結会計年度におきましては、売上高は43,948千円、営業損失は826千円と
なりました。 

今後の経済見通しにつきましては、長引く円高や雇用・所得環境の低迷から、引き続き不透明な状況

になるものと思われます。 

 宅配食業界につきましても、個人消費者の節約志向が高まる中、外食業界との価格競争により引き続

き厳しい経営環境が予測されます。 

 この様な状況の下、当社グループの宅配中華事業は、「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」とい

うビジネスモデルの下、同業他社との差別化を図りつつ、調理方法の合理化によるコスト削減等によ

り、低コスト高品質の業態へ変革し、迅速な収益の改善を実現いたします。 

(訂正後)

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

①宅配中華事業

②広告・出版事業

③飲食店プロデュース事業

（次期の見通し）
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当連結会計年度末の総資産の状況は、前連結会計年度末と比較して、流動資産は84,350千円減少し
し93,549千円、固定資産は1,072,951千円減少し、88,752千円となりました。主な要因は、のれんの
償却及び減損と、宅配中華事業に係る固定資産の減損処理によるものであります。 
負債の状況は、前連結会計年度末と比較して、流動負債は166,231千円増加し1,599,256千円、固定

負債は5,116千円増加し88,221千円となりました。主な要因は、短期借入金の増加、長期未払金の増
加、訴訟損失引当金の増加等であります。これらの結果、負債総額は225,237千円増加し、1,687,478
千円となりました。 
これらの結果純資産の状況は、前連結会計年度末と比較して1,382,539千円減少し、1,505,176千円

の債務超過状態となりました。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、124,666円の資金の減少（前連結会計年度は135,134千
円の減少）となりました。これは主に減損損失655,573千円及びのれん償却額150,238千円、税金等調
整前当期純損失1,380,226千円、貸倒引当金の増加234,319千円等による増加があったものの、税金等
調整前当期純損失1,380,226千円によるものであります。 
「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、12,501千円の資金の減少（前連結会計年度は122,653

千円の減少）となりました。これは、有形固定資産の取得による支出9,065千円、敷金保証金差入れ
による支出3,402千円等によるものであります。 
「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、96,713千円の資金の増加（前連結会計年度は253,226

千円の増加）となりました。これは、短期借入金の増加額105,998千円、長期借入金の返済による支
出9,285千円によるものであります。 
 これらの結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、13,656千円となり、

前連結会計年度末と比べ40,454千円減少いたしました。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
（注）自己資本比率           ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ： 株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。 

※ 平成18年12月期及び平成19年12月期並びに平成21年12月期及び平成22年12月期につきましては、営業活動

によるキャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバ

レッジ・レシオの表示はしておりません。 

  

当社は利益配分に関する基本方針として、財務体質の強化とＭ＆Ａによる事業拡大を図るため、創業

以来配当を実施しておりません。さらなる事業展開を目指すため、今後も内部留保に重点を置いてまい

ります。経営成績及び財政状態において急速な進展が見られた場合には、利益還元策を講じたいと考え

ておりますが、当面は配当を行わない予定であります。 

 （中略） 

(訂正後)

(2) 財政状態に関する分析

①資産・負債及び純資産の状況

②キャッシュ・フローの状況

平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期

自己資本比率(％) 57.6 38.8 △198.3 △9.2 △825.7

時価ベースの自己資本比率
(％)

94.9 89.4 159.4 48.2 90.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

─ ─ 56.2 ─ ─

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

─ ─ 0.5 ─ ─

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループは、前連結会計年度に382,901千円、当連結会計年度に393,079千円の営業損失を計上
し、また、前連結会計年度に444,933千円、当連結会計年度に1,382,539千円の当期純損失を計上して
おります。また、前々連結会計年度末からの債務超過状態は解消されず、当連結会計年度末の純資産
額は1,505,176千円の債務超過となっております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を
生じさせるような状況が存在しています。当社グループは、このような状況を解消すべく事業の更な
る効率化を実行し、収益力の向上を最優先課題として経営基盤の強化を図ります。 

当社グループの中核事業であります、宅配中華事業におきましては、コスト削減、売上高拡大によ
り赤字体質からの脱却を図り、黒字化を目指します。 

閉店した店舗と同一エリア内での再出店を順次行い、店舗数拡大による売上の増加を図ります。

「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更することなく、他社との差別化を
図るため、調理方法の合理化によるコスト削減により、低コスト高品質の業態へ変革します。 

既存のチラシ配布に加え、新規顧客拡大のための法人向け営業を行うと共に、ランチタイムのテ
イクアウトの売上拡大を図ります。 

  

財務基盤を強化するための具体的な経営施策は以下のとおりであります。 

借入・第三者割当増資等により資金増強を図る計画であります。 

株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債務保証に係る債権者に対しては、引き続き債務
免除を含む金融支援を要請し、平成23年度中の解消をめざします。 

 （後略） 

(訂正後)

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等

（具体的な経営施策）

１）収益力の確保による損益の黒字化

①店舗数拡大による売上増加

②高収益業態への変革

③新規顧客拡大

２）財務基盤の強化

①資本・資金の増強

②債務免除要請

38



 

(訂正後)

4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 54,110 ※１ 14,213

受取手形及び売掛金 92,135 61,807

仕掛品 － 1,609

原材料 6,011 3,085

短期貸付金 8,930 2,355

その他 22,526 17,735

貸倒引当金 △5,814 △7,256

流動資産合計 177,899 93,549

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 88,386 67,840

減価償却累計額 △35,907 △36,689

減損損失累計額 － △4,724

建物及び構築物（純額） 52,479 26,426

その他 32,893 20,472

減価償却累計額 △30,075 △18,468

その他（純額） 2,818 2,003

有形固定資産合計 55,297 28,430

無形固定資産

ソフトウエア 3,057 481

のれん 788,987 －

その他 320 －

無形固定資産合計 792,365 481

投資その他の資産

長期貸付金 － 8,250

差入保証金 － 32,985

長期前払費用 620 124

長期未収入金 635,274 633,410

破産更生債権等 114,818 －

その他 66,383 5,687

貸倒引当金 △503,054 △620,616

投資その他の資産合計 314,040 59,840

固定資産合計 1,161,703 88,752

資産合計 1,339,603 182,301

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 234,232 198,635

短期借入金 197,233 ※１ 310,686

1年内返済予定の長期借入金 37,140 46,430

未払金 364,984 352,222

未払費用 98,871 110,013

未払法人税等 11,095 10,736

未払消費税等 － 18,461

前受金 1,400 500

預り金 － 41,124
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債務保証損失引当金 447,866 367,001

返品調整引当金 2,124 2,113

店舗閉鎖損失引当金 11,358 16,175

訴訟損失引当金 － 125,156

その他 26,716 －

流動負債合計 1,433,025 1,599,256

固定負債

長期借入金 23,575 －

退職給付引当金 3,840 1,455

長期未払金 － 85,326

その他 1,800 1,440

固定負債合計 29,215 88,221

負債合計 1,462,240 1,687,478

純資産の部

株主資本

資本金 149,713 149,713

資本剰余金 244,578 244,578

利益剰余金 △516,928 △1,899,467

株主資本合計 △122,636 △1,505,167

純資産合計 △122,636 △1,505,167

負債純資産合計 1,339,603 182,301
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(訂正後)

(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 1,108,659 919,364

売上原価 327,300 420,209

売上総利益 781,358 499,155

販売費及び一般管理費 ※１ 1,164,260 ※１ 892,234

営業損失（△） △382,901 △393,079

営業外収益

受取利息 4 7

受取事務手数料 9,216 －

不動産賃貸料 － 8,967

受取補償金 － 13,000

業務受託料 － 2,082

雑収入 387 826

営業外収益合計 9,607 24,884

営業外費用

支払利息 17,024 14,204

その他 2,324 1,098

営業外費用合計 19,348 15,302

経常損失（△） △392,642 △383,497

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 177

償却債権取立益 － 3,137

債務免除益 － 72,447

事業分離における移転利益 146 －

違約損失補償金 ※２ 400,000 －

前期損益修正益 ※５ 125 ※５ 3,256

特別利益合計 400,272 79,019

特別損失

減損損失 ※４ 43,887 ※４ 688,073

固定資産除却損 － ※３ 3,306

貸倒引当金繰入額 384,486 231,996

店舗閉鎖損失引当金繰入額 11,358 9,867

訴訟損失引当金繰入額 － 125,156

訴訟関連損失 － 25,829

その他 8,207 24,017

特別損失合計 447,940 1,075,748

税金等調整前当期純損失（△） △440,310 △1,380,226

法人税、住民税及び事業税 4,623 2,313

法人税等合計 4,623 2,313

当期純損失（△） △444,933 △1,382,539
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(訂正後)

(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 798,486 149,713

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ △798,486 －

取得企業の期首残高 ※ 18,000 －

新株の発行 80,000 －

株式交換による増加 ※ 51,713 －

当期変動額合計 △648,773 －

当期末残高 149,713 149,713

資本剰余金

前期末残高 1,293,724 244,578

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ △1,293,724 －

取得企業の期首残高 ※ － －

新株の発行 79,998 －

株式交換による増加 ※ 164,579 －

当期変動額合計 △1,049,146 －

当期末残高 244,578 244,578

利益剰余金

前期末残高 △2,675,798 △516,928

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ 2,675,798 －

取得企業の期首残高 ※ △71,994 －

当期純損失（△） △444,933 △1,382,539

当期変動額合計 2,158,870 △1,382,539

当期末残高 △516,928 △1,899,467

株主資本合計

前期末残高 △583,588 △122,636

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ 583,588 －

取得企業の期首残高 ※ △53,994 －

新株の発行 159,998 －

株式交換による増加 ※ 216,293 －

当期純損失（△） △444,933 △1,382,539

当期変動額合計 460,951 △1,382,539

当期末残高 △122,636 △1,505,176

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

少数株主持分

前期末残高 12,725 －

当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ △12,725 －

取得企業の期首残高 ※ － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 △12,725 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 △570,862 △122,636
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当期変動額

被取得企業の前期末残高 ※ 570,862 －

取得企業の期首残高 ※ △53,994 －

新株の発行 159,998 －

株式交換による増加 ※ 216,293 －

当期純損失（△） △444,933 △1,382,539

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 448,226 △1,382,539

当期末残高 △122,636 △1,505,176
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(訂正後)

(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △440,310 △1,380,226

減価償却費 49,872 19,132

減損損失 43,887 655,573

のれん償却額 30,237 150,238

差入保証金償却額 9,350 3,213

貸倒引当金の増減額（△は減少） 384,486 234,319

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － △11,012

返品調整引当金の増減額（△は減少） － △10

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 11,358 4,816

退職給付引当金の増減額（△は減少） － △2,385

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） － 125,156

訴訟関連損失 － 25,829

受取利息及び受取配当金 △4 △7

支払利息 17,024 14,204

債務免除益 － △72,447

違約損失補償金 △400,000 －

事業譲渡損益（△は益） △146 －

固定資産除却損 － 3,306

売上債権の増減額（△は増加） △539 25,336

仕入債務の増減額（△は減少） 28,379 7,885

たな卸資産の増減額（△は増加） 67 1,316

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,185 12,002

前受金の増減額（△は減少） 200 △900

未払金の増減額（△は減少） 94,521 26,927

その他の資産の増減額（△は増加） △12,920 12,448

その他の負債の増減額（△は減少） 53,408 19,219

その他 12,174 6,285

小計 △116,764 △119,776

利息及び配当金の受取額 4 7

利息の支払額 △17,024 △1,776

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,349 △3,120

営業活動によるキャッシュ・フロー △135,134 △124,666

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △44,231 △9,065

貸付けによる支出 △58,351 △25,063

貸付金の回収による収入 180 25,030

敷金及び保証金の差入による支出 △21,211 △3,402

事業譲渡による収入 961 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △122,653 △12,501

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 192,511 105,998

長期借入れによる収入 70,000 －

長期借入金の返済による支出 △9,285 △9,285

財務活動によるキャッシュ・フロー 253,226 96,713

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,561 △40,454

現金及び現金同等物の期首残高 21,843 54,110

被取得企業の現金及び現金同等物の期首残高 ※３ △21,843 －
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取得企業の現金及び現金同等物の期首残高 ※３ 11,357 －

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ※３ 47,314 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 54,110 ※１ 13,656
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(訂正後)

(5)【継続企業の前提に関する注記】

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当社グループは、前連結会計年度に375,193千円、当連

結会計年度に392,901千円の営業損失を計上し、また前連

結会計年度に1,196,395千円、当連結会計年度に444,933

千円の当期純損失を計上しております。また、前連結会

計年度末からの債務超過は解消されず、当連結会計年度

末の、純資産額は122,636千円の債務超過状態であり、さ

らに788,997千円の「のれん」が計上されており、来期以

降、多額ののれん償却が発生することによって、損益を

圧迫し、純資産を毀損させる恐れがあります。当該状況

により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が存在しています。当社グループは、このような

状況を解消すべく、事業の更なる再編を実行し、収益力

の向上を最優先課題として、経営基盤の強化を図りま

す。 

 今後の経営方針として具体的に平成22年度に行う施策

は以下のとおりであります。 

１．収益力の確保による企業価値の向上 

 当社グループの中核事業であります、宅配中華事業

（屋号：チャイナクイック）におきましては、全店舗黒

字化を目指します。また、フランチャイズ店舗による全

国展開のため、フランチャイズノウハウを有する企業と

の提携を検討していきます。  

 ①スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化によ

る全店舗黒字化  

 平成22年度第１四半期より不採算店舗の閉鎖と未出店

エリアへの進出による配達エリアの見直しを進めると共

に、人員配置の最適化を実施しております。これにより

全店舗ベースでの黒字化を目指しております。  

 ②商品メニューと原材料及び仕入先の見直し  

 当社グループの事業モデルである「本格中華をお手軽

なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更することな

く、他社との差別化を図るための商品メニューの開発を

行うと共に、平成22年度第１四半期より一括仕入れを実

施しコスト削減を図ります。  

 ③フランチャイズ店舗による全国展開  

 当社グループでは、現在直営店舗を都内にて12店舗展

開しておりますが、フランチャイズによる収益確保及

び、当社ブランドの商圏拡大のため平成22年度第３四半

期を目処にフランチャイズノウハウを有する企業との提

携を図ります。  

 ④企業シナジーの追求による収益向上  

 当社グループ会社各社が有する飲食店舗プロデュース

事業並びにITマーケティング技術を組み合わせ、現在チ

ラシ配布に頼っている受注を、ＷＥＢからの受注比率

（現在約20％）を40％まで高めることにより、コスト削

減による収益拡大、新規顧客拡大を図ります。 

当社グループは、前連結会計年度に382,901千円、

当連結会計年度に393,079千円の営業損失を計上し、

また、前連結会計年度に444,933千円、当連結会計年

度に1,382,539千円の当期純損失を計上しておりま

す。また、前々連結会計年度末からの債務超過状態

は解消されず、当連結会計年度末の純資産額は

1,505,176千円の債務超過となっております。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しております。

当社グループでは、このような状況を解消すべく

事業のさらなる再編を実行し、収益力の向上を最優

先課題として経営基盤の強化を図ります。

今後の経営方針として具体的に平成23年度に行う

施策は以下のとおりであります。

１．収益力の確保による損益の黒字化

当社グループの中核事業であります、宅配中華事

業におきましては、コスト削減、売上高拡大により

赤字体質からの脱却を図り、黒字化を目指します。

①店舗数拡大による売上増加

平成22年度に閉店した店舗と同一エリア内での再

出店を順次行い、店舗数拡大による売上の増加を図

ります。

②高収益業態への変革

「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコン

セプトを変更することなく、他社との差別化を図る

ため、調理方法の合理化によるコスト削減により、

低コスト高品質の業態へ変革します。

③新規顧客開拓

既存のチラシ配布に加え、新規顧客拡大のための

法人向け営業を行うと共に、ランチタイムのテイク

アウトの売上拡大を図ります。

２．財務基盤の強化

財務基盤を強化するための具体的な経営施策は以

下のとおりであります。

①資本・資金の増強

借入・第三者割当増資等により資金増強を図る計

画であります。

②債務免除要請

株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債

務保証に係る債権者に対しては、引き続き債務免除

を含む金融支援を要請し、平成23年度中の解消を目

指します。

しかしながら、現時点におきましてはこれらの施

策の効果が発現するまでには相当な期間を要するこ

とが予測されるため、継続企業の前提に関する重要

な不確実性が存在しております。
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 （後略） 

  

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日)

２．のれん償却への対応  
 多額ののれん償却へ対応するための具体的な経営施策は
以下のとおりであります。  
 ①債務免除要請 
 株式会社データプレイス（元子会社）の重畳的債務保証
に係る債権者に対しては、今期中の解消をめざし、引き続
き債務免除等の金融支援を要請していきます。  
 ②事業収益の拡大  
 さらにＭ＆Ａを推進し、シナジー効果が期待できる企業
グループの構築を目指します。  
 ③財務基盤の安定  
 平成22年度第３四半期を目処に第三者割当増資等により
財務基盤の安定を図ります。 
 上記の施策を確実に実行していくことで、当社グループ
の資金繰りを好転させ、事業収益の確保に取り組んでまい
ります。しかしながら現時点におきましてはこれらの施策
の効果が発現するまでには相当な期間を要することが予想
されるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存
在しております。 
  
 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、
継続企業の前提に関する重大な不確実性の影響を連結財務
諸表に反映いたしておりません。

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお
り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を
連結財務諸表に反映いたしておりません。
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(訂正後)

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）
 当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計
基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表
分）を適用し、評価基準については、原価法から原価
法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）に変更
しております。 
 なお、この変更による損益への影響は軽微でありま
す。
（リース取引に関する会計基準）
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準13号（平成5年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転以外のファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に応じた会計

処理によっております。これによる損益に与える影響は

ありません。

──────

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

（連結貸借対照表）
 「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」
（平成20年８月７日 内閣府令第50号）が適用となる
ことに伴い、前連結会計年度において、「たな卸資
産」として一括掲記されていたものは、当連結会計年
度から「原材料」として区分掲記しております。 
 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」の内容は、
「商品」11,448千円、「仕掛品」8,291千円でありま
す。
 前連結会計年度まで流動負債「その他」に含めて表
示しておりました「未払費用」については、当連結会
計年度において負債及び純資産の合計額の100分の５を
超えることとなったため、当連結会計年度より区分掲
記しております。なお、前連結会計年度の「未払費
用」は7,836千円であります。

（連結貸借対照表）
前連結会計年度において、固定資産の「投資その他の

資産」の「その他」に含めて表示しておりました「差入
保証金」については、当連結会計年度において総資産の
100分の５を超えることとなったため、当連結会計年度
より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の
「差入保証金」は48,021千円であります。

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含
めて表示しておりました「預り金」については、当連結
会計年度において負債及び純資産の合計額の100分の５
を超えることとなったため、当連結会計年度より区分掲
記しております。なお、前連結会計年度の「預り金」は
20,258千円であります。

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含
めて表示しておりました「未払消費税等」については、
当連結会計年度において負債・純資産合計の100分の５
を超えることとなったため、当連結会計年度より区分掲
記しております。なお、前連結会計年度の「未払消費税
等」は6,458千円であります。

48



 

(訂正後)

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

──────

 ２ 偶発債務
 株式会社電通より、株式会社SPARKSに対して、支払う
べき放送料及びCM制作費245,700千円の請求債権を保全
するため、株式会社SPARKSが保有する債権に対して仮差
押の申立てが行われ、決定がなされております。

※１ 担保資産及び担保付債務
短期借入金77,708千円の担保として、現金及び預金

556千円及び関係会社株式0千円を供しております。
なお、関係会社株式は、連結子会社株式であり、連結

上相殺消去されております。

２ 偶発債務
株式会社宮野事務所より、株式会社SPARKSに対して、

テレビ番組の制作業務契約の解約に基づく損害賠償請求
として、36,404千円及び延滞損害金の訴訟を提起されて
おります。

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりです。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりです。

 

役員報酬 16,440千円

給与手当 517,776千円

地代家賃 97,587千円

業務委託費 65,043千円

広告宣伝費 97,211千円

販売促進費 72,872千円

役員報酬 48,540千円

給与手当 361,177千円

地代家賃 60,164千円

水道光熱費 52,333千円

広告宣伝費 21,647千円

支払報酬 32,225千円

販売促進費 27,069千円

のれん償却 150,238千円

※２ 違約損失補償金
 当社の子会社である株式会社SPARKSでは、同社の代表
取締役2名に対して、株式交換契約時に当社に開示して
いなかった訴訟等の偶発債務及び簿外債務等に対する損
害への賠償を求めました。両名はそれに同意し同社との
間で、平成21年12月30日付にて総額400,000千円の損失
に対して補償を行う準消費貸借契約を締結いたしまし
た。

──────

──────

 

※３ 固定資産除却損
固定資産除却損の内訳は次のとおりです。
建物及び構築物 2,591千円

工具、器具及び備品 714千円
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 （後略） 

(訂正後)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

※４ 減損損失
 株式会社SPARKSとの逆取得に該当する株式交換により
発生したDPGHグループの「のれん」の取得価額719,485
千円を、第三者による株式価値の算定に基づいて算出し
た評価額675,597千円まで再評価した結果生じた減損で
あり、買収時におけるプレミアム部分を測定したもので
す。

 

※４ 減損損失
減損損失の内訳は次のとおりです。

場所 用途 種類 減損損失  

(千円）

東京都港区 宅配中華

事業

有形固定

資産 

(注１)

15,254

のれん

(注１)

98,271

東京都渋谷

区

その他 有形固定

資産 

(注１)

1,569

のれん

(注２)

540,478

  合計 655,573

当社グループでは、原則として事業別に資産をグルー
ピングし、宅配中華事業につきましてはキャッシュ・フ
ローを生み出す最小単位として店舗を基礎としておりま
す。
(注１)当初想定した収益が見込まれなくなったため、帳
簿価額を全額減損しております。
(注２)株式会社SPARKSとの逆取得に該当する株式交換に
より発生したDPGHグループの「のれん」については、当
連結会計年度末において減損の要否の判定を行い、将来
収益獲得能力等を勘案した結果、帳簿価額を全額減損し
ております。

※５ 前期損益修正益の内訳
  前期損益修正益の内訳は次のとおりです。
  車両保管代の修正       125千円

※５ 前期損益修正益の内訳
 前期損益修正益の主な内訳は次のとおりです。
支払報酬 1,925千円

地代家賃 700千円

50



(訂正後)

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 54,110千円

現金及び現金同等物 54,110千円

 ２ 重要な非資金取引
 株式会社SPARKSを取得企業として当社を被取得企業
とした株式交換の結果、時価評価後のDPGHグループの
資金及び負債を引き継いでおります。引き継いだ資産
及び負債の主な内訳は次のとおりであります。

流動資産 143,251千円

固定資産 8,591千円

のれん 719,485千円

資産合計 871,327千円

流動負債 △651,194千円

固定負債 △3,840千円

負債合計 △655,034千円

   株式交換による資本剰余金の 
   増加               216,293千円
   DPGHグループのみなし取得価額  216,293千円
   DPGHグループの現金同等物     47,314千円 
   DPGHグループの逆取得による収入  47,314千円
  
※３ 企業結合（逆取得）に関する事項

 株式会社SPARKSとの株式交換が逆取得に該当するた
め、当連結会計年度の現金及び現金同等物の期首残高
は株式会社SPARKSの期首残高となっております。その
ため、前連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残
高と当連結会計年度の現金及び現金同等物の期首残高
は連続しておりません。

(1)「被取得企業の現金及び現金同等物の期首残
高」は、DPGHグループの前期末残高を記載して
おります。

(2)「取得企業の現金及び現金同等物の期首残高」
は株式会社SPARKSの前期末残高を記載しており
ます。

(3)前連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残
高相当額21,843千円は「新規連結に伴う現金及
び現金同等物の増加額」に含めて表示しており
ます。

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 14,213千円

担保に供している預金 △556千円

現金及び現金同等物 13,656千円

───────

───────
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(注）１ 事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。なお、株式会社SPARKSとの

株式交換が逆取得に該当するため、当連結会計年度の経営成績には、DPGグループの経営成績は反映されて

おりません。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

  (1) 宅配中華事業・・・・・・・・中華料理のデリバリーサービス等 

  (2) その他・・・芸能事業（事業譲渡済）、広告・出版事業、飲食店舗プロデュース事業 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は674,581千円であり、その主なものはのれん及

び管理部門にかかる資産等であります。 

４ 消去又は全社に含めた減損損失43,887千円及び資本的支出719,485千円は、DPGグループののれんに係るもの

であります。 
  

 
(注）１ 事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

  (1) 宅配中華事業・・・中華料理のデリバリーサービス等 

    (2) 広告・出版事業・・・広告・出版事業 

  (3) 飲食店舗プロデュース事業・・・飲食店舗のトータルプランニング及びメンテナンス事業 

３ 前連結会計年度末において、広告・出版事業及び飲食店プロデュース事業はその他の事業に含めておりまし

たが、重要性が高まったため、区分掲記することとしました。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（234,748千円）の主なものは、のれんの

償却及び親会社の管理部門等に係る費用であります。 

５ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,558千円であり、その主なものは親会社管理

部門等に係るものであります。 

６ 消去又は全社に含めた減損損失542,047千円はDPGグループののれん及び管理部門に係る固定資産の減損損失

であります。 

(訂正後)

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）

宅配中華事業 

（千円）

その他 

（千円）

計 

（千円）

消去又は全

社 

  （千円）

連結 

（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 1,102,509 6,149 1,108,659 ─ 1,108,659

   (2) セグメント間の内部 

       売上高又は振替高
─ ─ ─ ─ ─

計 1,102,509 6,149 1,108,659 ─ 1,108,659

   営業費用 1,414,559 77,001 1,491,561 ─ 1,491,561

   営業損失 312,049 70,852 382,901 ─ 382,901

Ⅱ 資産、減価償却費、 

   減損損失及び資本的支出

  資産 514,339 150,683 665,022 674,581 1,339,603

  減価償却費 79,748 362 80,110 ─ 80,110

  減損損失 ─ ─ ─ 43,887 43,887

  資本的支出 44,231 ─ 44,231 719,485 763,716

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日）

宅配中華事業 

（千円）

広告・出版事業

（千円）

飲食店舗プロデ

ュース事業 

（千円）

計 

（千円）

消去又は全社 

 （千円）

連結 

（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 654,809 220,606 43,948 919,364 ─ 919,364

   (2) セグメント間の内部 

       売上高又は振替高
─ ─ ─ ─ ─ ─

計 654,809 220,606 43,948 919,364 ─ 919,364

   営業費用 798,580 234,382 44,774 1,077,738 234,705 1,312,444

   営業損失 143,770 13,776 826 158,373 234,705 393,079

Ⅱ 資産、減価償却費、 

   減損損失及び資本的支出

  資産 97,712 108,938 8,056 214,707 △32,405 182,301

  減価償却費 16,894 665 ─ 17,560 1,572 19,132

  減損損失 113,525 ─ ─ 113,525 542,047 655,573

  資本的支出 12,467 ─ ─ 12,467 ─ 12,467
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（訂正後） 

 （後略） 

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 
(追加情報） 

 当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計
基準委員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。 

この結果による、開示対象範囲の変更はございません。 

 役員及び個人主要株主等 

 
（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。 

 ３ 株式会社SPARKSとの株式交換契約時に、当社に開示していなかった訴訟等の偶発債務及び簿外債務に対す

る損害に対して、両氏は平成21年12月30日付の準消費貸借契約を締結しております。両氏に対する長期未収

入金残高は当該契約によるものであります。また、両氏が保有する当社株式36,360株（当社発行済株式数の

14.9％）を担保として受け入れております。 

 ４ 株式会社SPARKSは、平成21年９月23日開催の同社株主総会にて、債権の現物出資による増資を決議してお

りますが、払込原資となる債権の根拠がないため、割当先である株主に対して不足額を請求しております。

なお、取締役である両氏は募集事項が定める価額と現物出資財産の価額との差額159,998千円を会社に支払

うべき連帯責任を負っております。 

(関連当事者情報)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は 
出資金
 (千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(子会社 
役員)

上山篤志 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

（被所有）
直接10.04

違約損失補償
違約損失補
償（注３）

270,000
長期未収入
金（注６）

268,531

第三者割当増資
差額支払義
務（注４）

22,222
長期未収入
金（注６）

22,222

経費の前払 経費の前払 1,959 ─ ─

資金援助
芸能事業部
への貸付

4,492 ─ ─

債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注５）

75,235 ─ ─

子会社 
役員

江口英喜 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

(被所有)
直接4.87

違約損失補償
違約損失補
償（注３）

130,000
長期未収入
金（注６）

128,506

第三者割当増資
差額支払義
務（注４）

10,666
長期未収入
金（注６）

10,666

資金援助
宅配中華事
業部への貸

付
77,874 ─ ─

債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注５）

75,235 ─ ─
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（訂正後） 

 ５ 株式会社SPARKSは、銀行借入債務の一部に対して同社代表取締役上山篤志氏及び江口英喜氏より連帯保証

を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。取引金額欄には被保証債務の当社連結会計年

度末残高を記載しております。 

 ６ 上山篤志氏の長期未収入金に対して122,222千円、江口英喜氏の長期未収入金に対して60,666千円の貸倒引

当金を計上しております。 

  
当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 
役員及び個人主要株主等 

 
(注) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 株式会社SPARKSとの株式交換契約時に、当社に開示していなかった訴訟等の偶発債務及び簿外債務に対する

損害に対して、両氏は平成21年12月30日付の準消費貸借契約を締結しております。両氏に対する長期未収入

金残高は当該契約によるものであります。また、両氏が保有する当社株式36,360株（当社発行済株式数の

14.9％）を担保として受け入れております。 

２ 株式会社SPARKSは、平成21年９月23日開催の同社株主総会にて、債権の現物出資による増資を決議しており

ますが、払込原資となる債権の根拠ないため、割当先である株主に対して不足額を請求しております。な

お、取締役である両氏は募集事項が定める価額と現物出資財産の価額との差額159,998千円を会社に支払う

べき連帯責任を負っております。 

３ 株式会社SPARKSは、銀行借入債務の一部に対して同社代表取締役上山篤志氏及び江口英喜氏より連帯保証を

受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。取引金額欄には被保証債務の当社連結会計年度

末残高を記載しております。 

４ 上山篤志氏の長期未収入金に対して259,067千円、江口英喜氏の長期未収入金に対して128,354千円の貸倒引

当金を計上しております。 

 （後略） 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は 
出資金
 (千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(子会社 
役員)

上山篤志 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

（被所有）
直接10.04

違約損失補償
（注１） 

 

長期未収入
金の受取

5,201
長期未収入
金（注４）

263,329

第三者割当増資
差額支払義
務（注２）

22,222
長期未収入
金（注４）

22,222

債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注３）

64,863 ─ ─

子会社 
役員

江口英喜 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

(被所有)
直接4.87

違約損失補償
(注１）

長期未収入
金の受取

5,303
長期未収入
金（注４）

123,202

第三者割当増資
差額支払義
務（注２）

10,666
長期未収入
金（注４）

10,666

債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注３）

64,863 ─ ─
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(注)１ １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
 ※前連結会計年度の期中平均株式数の算定上の基礎となる株式数（普通株式の発行済株式数から自己株式数を控除

した株式数）は、株式会社SPARKSとの株式交換が逆取得に該当し、みなし取得日が前連結会計年度末日となるため、

前連結会計年度における株式会社SPARKSの株式数を当社株式数に換算して算定しております。株式会社SPARKSの株式

数の当社株式数の換算方法は、当社と株式会社SPARKSとの株式交換における交換比率によっております。 

(訂正後)

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

 

１株当たり純資産額 △503円 15銭
１株当たり当期純損失 9,676円 46銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、１株当たり当期純損失であるため記載しており
ません。

 

１株当たり純資産額 △6,175円 41銭
１株当たり当期純損失 5,672円 26銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失であるため記載して
おりません。

項目
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自平成22年１月１日
至平成22年12月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（千円） 444,933 1,382,539

普通株式に係る当期純損失（千円） 444,933 1,382,539

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 45,981 243,737

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第6回新株予約権 500株
第7回新株予約権  550株
第8回新株予約権10,000株

第6回新株予約権 500株
第7回新株予約権  550株
第8回新株予約権10,000株
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(訂正後)

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

新株予約権の発行について 
 当社は、平成22年3月26日開催の第12期定時株主総会に
おいて、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基
づき、株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株
式予約権を発行することを決議いたしました。その内容
は以下の通りであります。
（１）新株予約権数 上限10,000個
（２）新株予約権の目的となる株式の種類および数
    上限 普通株式10,000株
（３）行使価額  

 新株予約権を割当てる日の属する月の前月の各日
（取引が成立していない日を除く。）の名古屋証券
取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平
均値に1.025を乗じた金額とし、1円未満の端数は切
り上げる。又は割当日当日の終値（当日に終値が無
い場合は、それに先立つ直近の取引の終値）のいず
れか高い金額とする。

（４）本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増
加する資本金および資本準備金 
 本新株予約権の行使により株式を発行する場合に
増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め
るところに従って算定された資本金等増加限度額に
0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を
生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加
する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増
加する資本金の額を減じた額とする。

（５）新株予約権と引換に金銭を払込むことの要否
 新株予約権と引換えに金銭の払込を要しない。

（６）新株予約権の行使期間 
 本株主総会決議後7年以内の取締役会が定める期間

（７）新株予約権の行使条件 
①新株予約権者が個人の場合で、その新株予約権者
が死亡した時は、相続人がその権利を行使すること
ができるものとする。 
②本新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処
分は認めないものとする。
③その他の条件については、本定時株主総会及び取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する割当契約に定めるところに

よる。

 

 

当社グループは、連結決算日以後に以下の資金の借入れ
を実行しております。
１．平成23年1月31日付金銭消費貸借契約
①使途 当社及び当社子会社の運転資金及

び子会社の新規事業資金として

②借入先 合同会社トリコロール２

③借入金額 50,000千円

④借入条件 金利2.4％

⑤借入実行日 平成23年１月31日金25,000千円 

平成23年２月７日金25,000千円

⑥返済期限 平成24年１月30日

⑦担保 なし

２．平成23年３月２日付金銭消費貸借契約
①使途 当社及び当社子会社の運転資金及

び子会社の新規事業資金として

②借入先 合同会社トリコロール２

③借入金額 200,000千円

④借入条件 金利2.4％

⑤借入実行日 平成23年３月２日金200,000千円

⑥返済期限 平成24年３月１日

⑦担保 当社子会社株式

なお、平成23年１月31日付金銭諸費貸借契約に基づく、
当社の借入金50,000千円は本件借入れによる資金にて返
済予定であり、当社グループが合同会社トリコロール２
に対する借入れ合計は金200,000千円となります。
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(訂正後)

5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 559 1,244

売掛金 ※1 8,178 ※1 43,235

短期貸付金 － ※1 41,824

前払費用 493 393

前払金 692 494

未収入金 － 235

仮払金 408 3,100

貸倒引当金 △1,146 △85,059

流動資産合計 9,186 5,466

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 620 －

減価償却累計額 △408 －

工具、器具及び備品（純額） 211 －

有形固定資産合計 211 －

無形固定資産

ソフトウエア 2,114 －

電話加入権 320 －

無形固定資産合計 2,434 －

投資その他の資産

関係会社株式 13,844 0

出資金 0 0

長期前払費用 620 124

長期未収入金 － 1,146

破産更生債権等 74,868 －

差入保証金 3,968 3,968

貸倒引当金 △74,868 △1,146

投資その他の資産合計 18,432 4,092

固定資産合計 21,078 4,092

資産合計 30,265 9,558

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 － ※1 88,778

未払金 ※1 23,943 ※1 48,204

未払費用 － 974

未払法人税等 4,416 4,699

未払消費税等 934 2,309

預り金 351 1,759

債務保証損失引当金 447,866 367,001

流動負債合計 477,512 513,728

固定負債

退職給付引当金 3,840 1,455

固定負債合計 3,840 1,455

負債合計 481,353 515,183
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純資産の部

株主資本

資本金 149,713 149,713

資本剰余金

資本準備金 63,557 63,557

資本剰余金合計 63,557 63,557

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △664,359 △718,895

利益剰余金合計 △664,359 △718,895

株主資本合計 △451,088 △505,624

純資産合計 △451,088 △505,624

負債純資産合計 30,265 9,558
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(訂正後)

(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 ※1 6,702 ※1 74,400

売上原価

売上原価合計 － －

売上総利益 6,702 74,400

販売費及び一般管理費 ※2 108,103 ※1, ※2 142,863

営業損失（△） △101,401 △68,463

営業外収益

受取利息 3 0

受取事務手数料 200 －

業務受託料 － 2,082

その他 9 2

営業外収益合計 212 2,086

営業外費用

支払利息 417 974

貸倒引当金繰入額 － ※1 41,824

営業外費用合計 417 42,798

経常損失（△） △101,606 △109,176

特別利益

子会社株式売却益 2,704 －

償却債権取立益 － 2,712

債務免除益 46,152 66,377

前期損益修正益 － 1,925

特別利益合計 48,857 71,015

特別損失

減損損失 － 1,569

子会社株式評価損 － 13,844

貸倒引当金繰入額 3,628 －

債務保証損失引当金繰入額 113,030 －

その他 500 －

特別損失合計 117,158 15,413

税引前当期純損失（△） △169,907 △53,575

法人税、住民税及び事業税 1,607 961

法人税等合計 1,607 961

当期純損失（△） △171,514 △54,536
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(訂正後)

(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 798,486 149,713

当期変動額

新株の発行 49,713 －

減資 △698,486 －

当期変動額合計 △648,773 －

当期末残高 149,713 149,713

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,293,724 63,557

当期変動額

新株の発行 49,713 －

株式交換による増加 13,844 －

減資 △1,293,724 －

当期変動額合計 △1,230,166 －

当期末残高 63,557 63,557

資本剰余金合計

前期末残高 1,293,724 63,557

当期変動額

新株の発行 49,713 －

株式交換による増加 13,844 －

減資 △1,293,724 －

当期変動額合計 △1,230,166 －

当期末残高 63,557 63,557

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △2,485,055 △664,359

当期変動額

当期純損失（△） △171,514 △54,536

減資 1,992,210 －

当期変動額合計 1,820,695 △54,536

当期末残高 △664,359 △718,895

利益剰余金合計

前期末残高 △2,485,055 △664,359

当期変動額

当期純損失（△） △171,514 △54,536

減資 1,992,210 －

当期変動額合計 1,820,695 △54,536

当期末残高 △664,359 △718,895

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

株主資本合計

前期末残高 △392,844 △451,088

当期変動額

新株の発行 99,426 －

株式交換による増加 13,844 －

当期純損失（△） △171,514 △54,536
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減資 － －

当期変動額合計 △58,243 △54,536

当期末残高 △451,088 △505,624

純資産合計

前期末残高 △392,844 △451,088

当期変動額

新株の発行 99,426 －

株式交換による増加 13,844 －

当期純損失（△） △171,514 △54,536

当期変動額合計 △58,243 △54,536

当期末残高 △451,088 △505,624
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(訂正後)

(4)【継続企業の前提に関する注記】

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

 当社は、前事業年度に38,252千円、当事業年度に

101,401千円の営業損失を計上し、また前事業年度に

1,007,702千円、当事業年度に171,514千円の当期純損失

を計上しております。また、前事業年度末からの債務超

過状態は解消されず、当事業年度末の純資産額は451,088

千円の債務超過であります。当該状況により、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在して

います。当社は、このような状況を解消すべく、事業の

更なる再編を実行し、収益力の向上を最優先課題とし

て、経営基盤の強化を図ります。 

 今後の経営方針として具体的に平成22年度に行う施策

は以下のとおりであります。 

１．宅配中華事業における収益力の確保 

 当事業年度に逆取得となる株式交換により、当社グル

ープに加わった宅配中華事業（屋号：チャイナクイッ

ク）におきましては、全店舗黒字化を目指します。ま

た、フランチャイズ店舗による全国展開のため、フラン

チャイズノウハウを有する企業との提携を検討していき

ます。 

 ①スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化によ

る全店舗黒字化 

 平成22年度第１四半期より不採算店舗の閉鎖と未出店

エリアへの進出による配達エリアの見直しを進めると共

に、人員配置の最適化を実施しております。これにより

全店舗ベースでの黒字化を目指しております。 

 ②商品メニューと原材料及び仕入先の見直し 

 事業モデルである「本格中華をお手軽なお値段でご自

宅へ」のコンセプトを変更することなく、他社との差別

化を図るための商品メニューの開発を行うと共に、平成

22年度第１四半期より一括仕入れを実施しコスト削減を

図ります。 

 ③フランチャイズ店舗による全国展開 

 現在直営店舗を都内にて12店舗展開しておりますが、

フランチャイズによる収益確保及び、当社ブランドの商

圏拡大のため平成22年度第３四半期を目処にフランチャ

イズノウハウを有する企業との提携を図ります。 

 ④企業シナジーの追求による収益向上 

 当社グループ会社各社が有する飲食店舗プロデュース

事業並びにITマーケティング技術を組み合わせ、現在チ

ラシ配布に頼っている受注を、ＷＥＢからの受注比率

（現在約20％）を40％まで高めることにより、コスト削

減による収益拡大、新規顧客拡大を図ります。 

２．債務免除要請 

 株式会社データプレイス（元子会社）の重畳的債務保

証に係る債権者に対しては、今期中の解消をめざし、引

き続き債務免除等の金融支援を要請していきます。 

３．事業収益の拡大 

 さらにＭ＆Ａを推進し、シナジー効果が期待できる企

業グループの構築を目指します。

 当社は、前事業年度に101,401千円、当事業年度に

68,463千円の営業損失を計上し、また前事業年度に

171,514千円、当事業年度に54,536千円の当期純損失

を計上しております。また、前々事業年度末からの

債務超過状態は解消されず、当事業年度末の純資産

額は505,624千円の債務超過であります。当該状況に

より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな状況が存在しています。当社は、このような状

況を解消すべく事業の更なる再編を実行し、収益力

の向上を最優先課題として経営基盤の強化を図りま

す。

 今後の経営方針として具体的に平成23年度に行う

施策は以下のとおりであります。

１．収益力の確保による損益の黒字化

 当社グループの中核事業であります、宅配中華事

業におきましては、コスト削減、売上高拡大により

赤字体質からの脱却を図り、全店舗黒字化を目指し

ます。

①店舗数拡大による売上増加

 閉店した店舗と同一エリア内での再出店を順次行

い、店舗数拡大による売上の増加を図ります。

②高収益業態への変革

 「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコン

セプトを変更することなく、他社との差別化を図る

ため、調理方法の合理化によるコスト削減により、

低コスト高品質の業態へ変革します。

③新規顧客開拓

 既存のチラシ配布に加え、新規顧客拡大のための

法人向け営業を行うと共に、ランチタイムのテイク

アウトの売上拡大を図ります。

２．財務基盤の強化

 財務基盤を強化するための具体的な経営施策は以

下のとおりであります。

①資本・資金の増加

 借入・第三者割当増資等により資金増強を図る計

画であります。

②債務免除要請

 株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債

務保証に係る債権者に対しては、引き続き債務免除

を含む金融支援を要請し、平成23年度中の解消を目

指します。

 しかしながら、現時点におきましてはこれらの施

策の効果が発現するまでには相当な期間を要するこ

とが予想されるため、継続企業の前提に関する重要

な不確実性が存在しております。

 財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を財務諸表に反映しておりません。
①
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 （後略） 

(訂正後)

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日)

４．財務基盤の安定 
 平成22年度第３四半期を目処に第三者割当増資等により
財務基盤の安定を図ります。 
 上記の施策を確実に実行していくことで、当社の資金繰
りを好転させ、事業収益の確保に取り組んでまいります。
 しかしながら現時点におきましてはこれらの施策の効果
が発現するまでには相当な期間を要することが予想される
ため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在して
おります。 
 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続
企業の前提に関する重大な不確実性の影響を財務諸表に反
映いたしておりません。
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(注)１ １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(訂正後)

（１株当たり情報）

前事業年度
（自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日）

 

１株当たり純資産額 △1,850円 72銭

１株当たり当期純損失 2,306円 36銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。

 

１株当たり純資産額 △2,074円 47銭

１株当たり当期純損失 223円 75銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。

項目
前事業年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

損益計算書上の当期純損失（千円） 171,514 54,536

普通株式に係る当期純損失（千円） 171,514 54,536

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 74,366 243,737

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第6回新株予約権 500株 
第7回新株予約権  550株 
第8回新株予約権10,000株 

 

第6回新株予約権 500株 
第7回新株予約権  550株 
第8回新株予約権10,000株 
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 （後略） 

(訂正後)

(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

新株予約権の発行について 
 当社は、平成22年3月26日開催の第12期定時株主総会に
おいて、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基
づき、株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株
式予約権を発行することを決議いたしました。その内容
は以下の通りであります。
（１）新株予約権数 上限10,000個
（２）新株予約権の目的となる株式の種類および数
    上限 普通株式10,000株
（３）行使価額  

 新株予約権を割当てる日の属する月の前月の各日
（取引が成立していない日を除く。）の名古屋証券
取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平
均値に1.025を乗じた金額とし、1円未満の端数は切
り上げる。又は割当日当日の終値（当日に終値が無
い場合は、それに先立つ直近の取引の終値）のいず
れか高い金額とする。

（４）本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増
加する資本金および資本準備金 
 本新株予約権の行使により株式を発行する場合に
増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め
るところに従って算定された資本金等増加限度額に
0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を
生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加
する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増
加する資本金の額を減じた額とする。

（５）新株予約権と引換に金銭を払込むことの要否
 新株予約権と引換えに金銭の払込を要しない。

（６）新株予約権の行使期間 
 本株主総会決議後7年以内の取締役会が定める期間

（７）新株予約権の行使条件 
①新株予約権者が個人の場合で、その新株予約権者
が死亡した時は、相続人がその権利を行使すること
ができるものとする。 
②本新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処
分は認めないものとする。
③その他の条件については、本定時株主総会及び取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する割当契約に定めるところに

よる。

 

 

当社は、連結決算日以後に以下の資金の借入れを実行し
ております。
１．平成23年1月31日付金銭消費貸借契約
①使途 当社及び当社子会社の運転資金及

び子会社の新規事業資金として

②借入先 合同会社トリコロール２

③借入金額 50,000千円

④借入条件 金利2.4％

⑤借入実行日 平成23年１月31日金25,000千円 

平成23年２月７日金25,000千円

⑥返済期限 平成24年１月30日

⑦担保 なし

２．平成23年３月２日付金銭消費貸借契約
①使途 当社及び当社子会社の運転資金及

び子会社の新規事業資金として

②借入先 合同会社トリコロール２

③借入金額 200,000千円

④借入条件 金利2.4％

⑤借入実行日 平成23年３月２日金200,000千円

⑥返済期限 平成24年３月１日

⑦担保 当社子会社株式

なお、平成23年１月31日付金銭諸費貸借契約に基づく、
当社の借入金50,000千円は本件借入れによる資金にて返
済予定であり、当社が合同会社トリコロール２に対する
借入れ合計は金200,000千円となります。
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